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はじめに
2016年4月、電力の小売業への参入が全面自由化
され、家庭や商店を含む全ての需要家が電気事業者
や料金メニューを自由に選択できるようになりまし
た。引き続き、電力・ガス・熱供給分野の一体的な
改革を着実に進め、市場の垣根を取り払い、総合エ
ネルギー市場を創出することにより、事業者間の活
発な競争、イノベーション等を通じ、エネルギー選
択の自由度拡大や料金の最大限の抑制など、需要家
利益の向上を図っていきます。

第１節
電力システム改革の推進
1．�電力広域的運営推進機関の取組
東日本大震災により、大規模電源が被災する中、東

西の周波数変換設備や地域間連系線の容量に制約が
あり、また、広域的な系統運用が十分にできませんで
した。このため、不足する電力供給を十分に手当てす
ることができず、国民生活に大きな影響を与えたこと
から、2013年11月に成立した「電気事業法の一部を改
正する法律（平成25年法律第74号）」に基づき、強い情
報収集権限と調整権限の下で広域的な系統計画の策
定や需給調整等を行う「電力広域的運営推進機関（以
下、「広域機関」という。）」が2015年4月に発足しました。
広域機関では、地域間連系線等の整備等に関する

方向性を整理した「広域系統長期方針」を取りまとめ
るとともに、東西の周波数変換設備及び東北東京間
連系線の増強に関する「広域系統整備計画」を策定し、
増強に向けた工事の準備が行われています。また、
電力系統の増強に当たっての発電設備設置者と一般
送配電事業者の費用負担のルール（発電設備の設置
に伴う電力系統の増強及び事業者の費用負担の在り
方に関する指針）に基づく一般負担の上限額の見直し
や既存系統の最大限の活用に向け、「日本版コネクト
＆マネージ」の検討・実現など、系統運用ルールの整
備にも取り組んでいます。また、電気事業法第28条

の44第1項に基づく電力融通の指示も行っています。
2019年度は例えば、9月に台風等の影響によって全国
的に高気温となり、想定以上に需要が増加し、東京・
中部・中国・九州エリアにおいて需給状況が悪化す
るおそれがあったため、関係する一般送配電事業者
に電力融通の指示を行いました。

2．�電力の小売全面自由化への対応　
家庭を含めた全ての電気の利用者が電力供給者を
選択できるようにするため、2016年4月に電力の小
売全面自由化を実施しました。全面自由化に際して
は、まず旧一般電気事業や旧特定規模電気事業と
いった類型に代わる区分として、小売電気事業（登
録制）、送配電事業（許可制）、発電事業（届出制）と
いう事業ごとの類型を設け、それぞれ必要な規制を
課すこととしました。具体的には、自由化後も電力
の安定供給を確保し、需要家保護を図るため、以下
のような様々な措置を講じています。
まず、電気の安定供給を確保するための措置とし
て、適切な投資や人材の確保の必要性に鑑み、一般
送配電事業者に対して、需給バランス維持、送配電
網の建設・保守、最終保障サービスの提供、離島の
ユニバーサルサービスの提供を義務付けるととも
に、これらを着実に実施できるよう、地域独占と総
括原価方式の託送料金規制（認可制）を措置しまし
た。また、小売電気事業者に対して、需要を賄うた
めに必要な供給力を確保することを義務付けること
とし、将来的な供給力不足が見込まれる場合に備え
たセーフティネットとして、広域機関が発電所の建
設者を公募する仕組みを創設しました。さらに、需
要家保護を図るための措置として、小売電気事業者
に対し、需要家保護のための規制（契約条件の説明
義務等）を課すとともに、旧一般電気事業者（以下、
「旧一電」という。）に対し、2020年3月末まで経過措
置として料金規制を継続することとしていたところ
です。ただし、電気の使用者の利益を保護する必要
性が特に高いと認められるものとして、経済産業大
臣が指定する指定旧供給区域のみ経過措置料金が存
続することとされています。2019年4月、電力・ガ
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ス取引監視等委員会から、消費者等の状況、競争者
による競争圧力及び競争環境の持続性の状況を総
合的に考慮したうえで、すべての供給区域におい
て、2020年4月の時点においては、経過措置料金を
存続させることが適当と考えられる旨、経済産業大
臣に対する意見が示されました。本意見を踏まえ、
2019年7月、すべての旧一電に係る供給区域につい
て、小売規制料金に係る経過措置の存続のための指
定が行われました。以降、概ね年に1回程度、審査
対象区域の検討を行うこととしております。
加えて、小売全面自由化に伴い、多種多様な事業
者が卸電力取引所で取引を行う機会が増加すること
や、一時間前市場の創設等、制度変更により卸電力
市場を利用して不当に利益を得るケースが想定され
ることから、不正取引（相場操縦等）の防止、国によ
る市場監視、取引所の運営の適切性確保を可能とす
る規制措置を講じています。こうした措置を通じて、
市場の透明性と廉潔性を維持することが、卸電力市
場の活性化に資すること、ひいては小売電力市場の
活性化につながることと考えています。

３．電力の小売全面自由化の進捗状況
（1）電気事業に係る制度設計について
2015年9月に開催された電力取引監視等委員会

（2016年4月に電力・ガス取引監視等委員会に改組。）
において、①小売営業に関するルール、②卸電力市
場における不公正取引の取締手法、③今後の託送料
金制度の在り方など、電力取引の監視に必要な詳細
な制度設計の議論が進められてきました。
また、電力システム改革が進展する中で、電力分
野において、エネルギー政策の基本的視点である、
安全性、安定供給、経済効率性、及び環境適合を同
時に達成していくことが求められます。効率的かつ
競争的な電力市場の整備等の環境整備を進めると同
時に、電力システム改革が我が国経済における成長
戦略としての効果を最大限に発揮するためにも、市
場における担い手としてのエネルギー産業を国際的
にも競争力のあるものとしていくことが必要不可欠
です。このため、電気事業制度に係る制度設計をは
じめとして、電力分野の産業競争力強化に向けた
幅広い政策課題を検討する場として、2015年10月、
総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会の
下に電力基本政策小委員会を開催し、2016年10月
より、電力・ガス基本政策小委員会に検討の場を移
しています。ここでは例えば、先述の料金規制の

経過措置について2017年10月から議論が開始され、
2018年度中には、規制下にある料金メニューぞれ
ぞれの用途や契約状況が確認され、また、それらに
関する新電力や需要家へのヒアリング・アンケート
結果等を踏まえた議論が行われたほか、燃料費調整
度や最終保障供給制度の在り方など、多岐に渡る議
論が行われました。ほかにも、「電気事業法(昭和39
年法律第170号)」に基づき、2020年度の発送電分離
を前にした検証が開始され、2018年9月から合計7
回にわたり、小売全面自由化後の競争の状況や広域
機関の活動状況のほか、電力各社のシステム対応状
況などについて議論を実施の上、2019年6月に送配
電部門の法的分離に向けた電気事業を取り巻く状況
についての検証結果を取りまとめました。
このように、電力システム改革の制度設計につい
ては、総合資源エネルギー調査会や電力・ガス取引
監視等委員会において検討してきたところであり、
引き続き適切な場において検討を進めます。

（2）登録小売電気事業者数について
2020年3月31日時点で646者を登録しています。
この小売電気事業登録は、法令に則り、資源エネ
ルギー庁が、最大需要電力に応ずるために必要な供
給能力を確保できる見込みがあるか、電力・ガス取
引監視等委員会が、電気の使用者の利益の保護のた
めの措置が講じられているかといった観点から、そ
れぞれ審査を行っています。
登録された事業者の内訳は、もともと高圧の小売
電気事業を行っていた新電力事業者（PPS）に加え、
LPガス及び都市ガス関係、石油関係、通信・放送・
鉄道関係等の事業者など、非常に多岐にわたります。
従来の料金体系とは異なる段階別料金や既存事業と
のセット割、時間帯に応じて料金差を付ける時間帯
別料金等の新たなメニューの提供が見られます。
また、異業種の事業者間の連携や、地域の枠を超
えた事業統合なども始まっており、事業者の事業機
会の拡大も進んでいます。

（3）�新電力へのスイッチング（契約先の切替え）実績
2019年12月までの電力取引報によると、電力の
小売全面自由化で新たに自由化された低圧部門に
おいて、新電力への契約の切替えを選択した需要
家が全国で約1,226万件となっています。また、地
域の既存電力会社が設定した自由料金メニューへ
の切替えを選択した需要家も約706万件となってお
り、両者を合わせると、約1,932万件の消費者が自
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由料金メニューへの切替えを行っています。また、
2019年12月時点で電力市場全体としては、販売電
力量ベースの新電力のシェアで約16.2%となってい
ます。
地域別には、低圧分野では、東京・関西地域にお
いて新電力への切替えが進展しています。

（4）料金メニューの多様化
新電力の提供する料金メニューを見ると、全体的
な傾向としては、基本料金と従量料金の二部料金制
からなる既存の料金メニューに準じた料金設定が多
く見られます。他方、一部では、完全従量料金メ
ニュー、定額料金メニュー、指定された時間帯にお
ける節電状況に応じた割引メニューやセットプラン
など、新しい料金メニューも提供されるようになっ
ています。
なお、多くの新電力は、料金規制の残る大手電力
会社が毎月公表する燃料費調整額を引用した料金メ
ニューを採用しておりますが、経済産業省では需要
家の選択肢を拡大するとともに、予算執行の予見性
を高めるなどの総合的な観点から、2019年度中に
経済産業省庁舎で使用する電気の調達に際して、燃
料費調整を行わないことを条件とする公募を行い、
複数の事業者からの応札の結果、株式会社V-Power
と契約を締結しました。
また、再生可能エネルギー等の電源構成や、地産
地消型の電気であることを訴求ポイントとして顧客
の獲得を試みる小売電気事業者の参入も見られ、中
には需要家が発電所を選んで得票数の多かった発電
所に報奨金を与えることができるなど、特色のある
小売電気事業者も存在しています。
さらに、電力消費の見える化（電気の使用状況の
可視化）や、電気の使用状況等の情報を利用した家
庭の見守りサービスなども提供され始めています。
応援するスポーツチームとの繋がりや里山の景観保
存など、需要家の好みや価値観に訴求するサービス
も始まっています。
加えて、需要家側の取組として、電力コスト削減
の観点から、同種の事業者間における電気の共同調
達や、地域を問わない事業グループ全体としての一
括調達の動きも出始めています。

4．�電力市場における適正な取引確保の
ための厳正な監視など

（1）小売部門の監視
2016年4月には電気の小売事業への参入が全面自
由化され、家庭を含む全ての需要家が電力会社や
料金メニューを自由に選択できることとなりまし
た。こうした中、電気の小売供給に関する取引の
適正化を図るため、「電力の小売営業に関する指針」
を踏まえ、需要家への情報提供や契約の形態・内
容などについて、電気事業法上問題となる行為を
行っている事業者に対して指導を行うなど、事業
者の営業活動の監視などを行っています。
具体的には、2019年度には以下のような事案に
ついて指導、勧告などを実施しました。

①勧告
（ア）関西電力株式会社へ行った勧告（2019年8月）
関西電力株式会社は、電力及びガス供給契約の締
結をした際、20,297件の電力供給契約について契約
締結後交付書面を交付せず、うち17,016件は契約締
結前交付書面を交付しませんでした。
このため、電気事業法及び「ガス事業法(昭和29年法
律第51号)」に基づき、（ⅰ）今後同様行為を行わないよ
う、必要な措置を講ずること、（ⅱ）上記（ⅰ）に基づい
て講じた措置の内容を自社の役員及び従業員に周知徹
底すること、（ⅲ）上記（ⅰ）及び（ⅱ）に基づいて講じた
措置について、文書で報告することを求める業務改善
勧告を行いました。

（イ）�あくびコミュニケーションズ株式会社へ行った
勧告（2019年12月）
あくびコミュニケーションズ株式会社は、少なく
とも9,159件の需要家を対象とする小売供給契約の
変更（電気料金の支払期日の変更を内容とするもの）
について、電気事業法の規定による説明及び書面交
付をしませんでした。また、同社は、2019年10月
下旬、同月までの電気料金が請求済みであったにも
かかわらず、一部の需要家について口座引落しの
ための決済処理を行い、7,862件の需要家から合計
6,598万2,225円を過大に徴収しました。
このため、2019年12月、電気事業法に基づき、（ⅰ）
電気料金の支払方法の変更について、電気事業法の
規定による説明及び書面交付をしなかった需要家に対
し、適切な措置を講ずること、（ⅱ）電気料金を過大に
徴収した需要家に対し、適切な措置を講ずること。ま
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た、同様の事案の有無を調査し、調査結果を踏まえ需
要家保護の観点から適切な措置を講ずること、（ⅲ）電
気事業法の説明義務及び書面交付義務に違反する事
案並びに電気料金を過大に徴収する事案が今後発生
しないよう必要な措置を講ずること、（ⅳ）上記（ⅰ）か
ら（ⅲ）までに基づいて講じた措置について、文書で報
告することを求める業務改善勧告を行いました。

②指導
（ア）小売電気事業者A社へ行った指導（2019年4月）
A社は、2018年10月から2019年2月までの間に、
特定の者から、その者が指定する多数の需要家につ
いて合計723件の電気の小売供給契約の申込みを受
け、うち426件について小売供給契約を締結したが、
そのうち少なくとも5件の小売供給契約について、
需要家の意思を確認しないまま契約締結手続を行
い、電気事業法に規定する供給条件の説明及び書面
の交付を行いませんでした。当該行為は、需要家の
意思に反し、小売供給契約を行うものであって、需
要家の利益を著しく害する行為であることから、A
社に対し、電力の適正な取引の確保を図るため、所
要の改善措置を講じるように指導を行いました。

（イ）小売電気事業者B社へ行った指導（2019年8月）
B社は、2019年5月28日から同年6月5日までの間
に、同社の電力申込みウェブサイトにおいて、重要
事項説明ページのリンクが切れていたことにより、
重要事項説明を表示しませんでした。これにより、
申し込みをした需要家に対し、供給条件の説明義務
違反及び契約締結前交付書面の交付義務違反が生じ
たため、B社に対し、電力の適正な取引の確保を図
るため、所要の改善措置を講じるように指導を行い
ました。

（2）卸部門の監視
電気の適正な取引を確保するため、卸電力市場にお

ける取引の状況を把握・分析するとともに、問題とな
る行為等が見られた場合には指導等を行っています。
また、四半期毎に、旧一電の自主的取組や電力市
場における競争状況を定点的に分析・検証した電力
市場のモニタリングレポートを作成・公表しています。
第44回制度設計専門会合までに、制度設計ワーキン
グ・グループでの報告も含め、累計で21回にわたり
モニタリングレポートを作成・公表しました。
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（3）原価算定期間終了後の小売電気料金の事後評価
「電気事業法等の一部を改正する法律（平成26年法
律第72号）」（以下、「第2弾改正法」という。）附則の経過
措置に基づく小売電気料金については、原価算定期間
終了後に毎年度事後評価を行い、利益率が必要以上
に高いものとなっていないかなどを経済産業省におい
て確認し、その結果を公表することとなっています。
電力・ガス取引監視等委員会は、経済産業大臣
からの意見聴取を受けて、料金審査専門会合にお
いて2018年度の状況について評価及び確認を行い、
2020年1月、以下のとおりとりまとめました。
これを踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会は、
経済産業大臣に対し、「電気事業法等の一部を改正
する法律附則に基づく経済産業大臣の処分に係る審
査基準等」（20160325資第12号）第2（7）④に照らし、
経過措置料金の変更申請を命じることが必要となる
事業者はいなかった旨回答しました。

○料金審査専門会合のとりまとめ（2020年1月）
①事後評価のポイント
原価算定期間を終了しているみなし小売電気事業
者8社（北海道電力、東北電力、東京電力EP、中部

電力、北陸電力、中国電力、四国電力及び沖縄電
力）※について、「電気事業法等の一部を改正する法
律附則に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準
等」（20160325資第12号）第2（7）④に基づく値下げ認
可申請の必要がないか確認を行いました。
※�原価算定期間終了前の関西電力及び九州電力は、事後評
価の対象外。

②料金審査専門会合の開催実績
2020年1月21日　	 第39回料金審査専門会合

③事後評価の結果
第2弾改正法附則第16条第3項の規定によりなお
その効力を有するものとして読み替えて適用される
同法第1条の規定による改正前の「電気事業法（昭和
39年法律第170号）」第23条第1項の規定による供給
約款等の変更の認可の申請命令に係る「電気事業法
等の一部を改正する法律附則に基づく経済産業大臣
の処分に係る審査基準等」（20160325資第12号）第2
（7）④に照らし、値下げ認可申請の必要は認められ
ませんでした。評価の詳細は以下のとおりです。
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【第361-4-2】料金変更認可申請命令に係る審査基準

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成



第６章　市場の垣根を外していく供給構造改革等の推進

第３部　2019年度（令和元年度）においてエネルギー需給に関して講じた施策の状況

294 295

審査基準のステップ1「電気事業利益率による基
準」では、個社の直近3か年度平均の利益率が10社
10か年度平均の利益率を上回る会社は、東北電力及
び沖縄電力の2社でした。ステップ1に該当した2社
について、審査基準のステップ2「超過利潤累積額
による基準」では、2018年度末超過利潤累積額は一
定水準額である事業報酬額を下回っており、ステッ
プ2「自由化部門の収支による基準」では、直近2年
連続で自由化部門の収支が赤字となっていませんで
した。以上より、原価算定期間を終了しているみな
し小売電気事業者8社（関西電力・九州電力以外）に
ついて、審査基準に基づく評価を実施した結果、変
更認可申請命令発動の検討対象となる事業者はいま
せんでした。
以上を踏まえ、2019年度の事後評価の対象となっ
た事業者について、現行の認可料金に関する値下げ
認可申請の必要があるとは認められませんでした。

（4）一般送配電事業者の収支状況（託送収支）の事後評価 
我が国の電力系統を取り巻く事業環境は、人口減
少や省エネルギーの進展等により電力需要が伸び悩
む傾向にある一方で、再生可能エネルギーの導入拡
大による系統連系ニーズや経済成長に応じて整備さ
れてきた送配電設備の高経年化への対応が増大する

など、大きく変化しつつあります。
こうした事業環境の変化に対応しつつ、将来の託
送料金を最大限抑制するため、一般送配電事業者に
おいては、経営効率化等の取組によりできるだけ費
用を抑制していくとともに、再生可能エネルギーの
導入拡大や将来の安定供給等に備えるべく、計画的
かつ効率的に設備投資を行っていくことが求められ
ます。
以上のような問題意識の下、電力・ガス取引監視
等委員会は、料金審査専門会合において、一般送
配電事業者の2018年度託送収支の事後評価を行い、
2020年2月、以下のとおり取りまとめました。

＜料金審査専門会合のとりまとめ内容（抜粋）＞

①託送収支の状況
2018年度の当期超過利潤累積額について、託送
供給等約款の変更認可申請命令（値下げ命令）の発動
基準となる一定の水準を超過した事業者はいません
でした（ストック管理）。また、想定単価と実績単価
の乖離率について、変更認可申請命令の発動基準を
超過した事業者はいませんでした（フロー管理）。東
京電力PGについては2017年度収支から廃炉等負担
金を踏まえて厳格な値下げ基準が適用されることと
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出典：各事業者の部門別収支計算書、各事業者へのヒアリングにより電力・ガス取引監視等委員会事務局作成

【第361-4-3】審査基準の適用結果
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なりましたが、当該基準に達していませんでした。
収入面においては、節電・省エネ等により電力需
要が減少したため、北陸電力を除く9社で実績収入
が想定原価を下回りました。特に、北海道電力、関
西電力は5％以上減少となりました。
費用面においては、北海道電力、東北電力、北陸
電力、中国電力、沖縄電力の5社において、主に人
件費・委託費等の増加により、実績費用が想定原価
を上回った一方で、東京電力PG、中部電力、関西
電力、四国電力、九州電力の5社においては、主に
設備関連費の減少により実績費用が想定原価を下回
りました。この結果、2018年度の託送収支におい
ては、東京電力PG、中部電力を除く8社で当期超過
利潤がマイナス（当期欠損）となりました。
なお、実績費用が増加した5社中3社（北海道電力、
北陸電力、中国電力）においても、設備関連費は想
定原価を下回っていました。一般送配電事業者の収
支全体としては、収入が減少または横ばいとなる中
で、総じて人件費・委託費が維持・増加し、設備関
連費が減少しているといえます。

②効率化に向けた取組状況
（ア）経営効率化の実施状況
ヒアリング対象事業者3社（北海道電力、東京電
力PG及び中部電力）における経営効率化の取組状況
を確認したところ、例えば北海道電力では、抜本的
な効率化に向けた意識改革を全社的に進めるべく、
2018年12月から東京電力PGや中部電力でも取り入
れている「カイゼン」に取り組んでいました。また、
需要家からの設備障害に関する通報の際、インター
ネット経由で当該設備写真を送付してもらうことに
より設備障害の緊急性、現地出向の必要性等を迅速
に判断できるWebツールを開発するといった東京電
力PGの取組など、IoTを活用しながら効率化を進め
ていることを確認しました。こうした各社の費用削
減に向けた取組は一定の評価ができます。各社にお
いては、今回紹介された新たな取組事例も参考に、
引き続き、更なる効率化やコスト削減に向けて様々
な取組を進めていくべきです。また、各社間で協力
しながら、各社による効率化事例を全社共通の取組
へと広げていくことを期待します。
なお、前回の事後評価では、送配電部門全体とし
ての効率化の実績・見通し・目標や個別取組に関す
る各社の説明が必ずしも具体的・定量的ではないこ
と等を課題として指摘しましたが、昨年3月に各社
が自主的に策定・公表した調達改革ロードマップに

おいて、全10社で統一した仕様に基づく調達につい
てKPIを設定するなど、一定の進展も見られました。
ただし、その取組も限られた範囲のものとなってい
ます。
今後、再生可能エネルギー電源等の系統連系ニー

ズの増加や高経年化への対応など、送配電設備に関
する費用上昇が見込まれます。公共性のある財・サー
ビスの提供を独占的に担う各社においては、東京電
力PGが2025年度までに「託送料金原価2016年度比▲
1,500億円」と掲げているように、中長期的なコスト
削減目標を掲げて、効率化に向けた自社の対応や取
組の全体像を具体的かつ定量的に説明していくこと
が求められます。

（イ）調達合理化に向けた取組状況
（i）仕様の統一化
仕様の統一化について、前回の事後評価で各社
が掲げた今後の取組の進捗状況を確認したところ、
超高圧送電線の付属品や154kVCVケーブル、66・
77kV変圧器の付帯品の仕様統一化に向けた検討が
継続されていること等が報告されました。また、架
空送電線（ASCR/AC）、66・77kVガス遮断器、6.6kV
地中ケーブルについて、仕様統一化や調達改革に向
けた自主的ロードマップを各社が策定し、全10社
による仕様統一化に向けた調整が完了したこと等も
報告されました。
付属品や個別の要求仕様（オプション）など、基本
仕様に上乗せした各社独自の仕様の存在が調達市場
の規模を小さくし、調達コストの上昇につながって
いる可能性もあります。また、設備仕様の共通化は
災害時等の復旧作業の円滑化等に資するとも指摘さ
れています。各社においては、調達改革ロードマッ
プの品目拡大や国際調達を可能にすることも含め、
調達コストの削減に向けて、さらなる仕様の標準化・
共通化に取り組むべきです。将来的には、原則各社
共通仕様とし、自社仕様を用いる場合はその合理性
について説明が求められるといった方向に考え方を
転換していくことが期待されます。

（ii）競争発注比率／発注方法の工夫・改善
東京電力PGは競争発注比率が70％を超える一方、

北海道電力及び中部電力は競争発注比率が40%台と
なっていました。北海道電力、中部電力においては、
特に配電工事にかかる比率が7％程度と低くなってい
ましたが、両社ともに、発注の競争化に向けて取り
組んでいることを確認しました。
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また、今回の事後評価では、競争発注比率の向上
は透明性を高めていく観点から進めていくべきであ
るものの、新規取引先の拡大など、実質的な競争を
働かせる取組を推進していくことが非常に重要との
認識が改めて共有されました。地元の中小・中堅企
業などに取引先を拡大していくことは、競争を通じ
た調達コストの低減のみならず、災害時等に備えた
体制整備などレジリエンス強化の観点からも重要で
す。その観点から、配電工事に係る机上管理業務と
施工を分離発注することで、申請書作成等の事務負
担が原因で入札できないという制約を取り除き、地
元工事会社などの参入促進を図っているという中部
電力の取組は評価に値します。
各社においては、競争発注比率を可能な限り高め

ていくとともに、今回紹介された中部電力の取組事
例や、前回の事後評価で東京電力PGから紹介された
取引先との協働（コスト削減及びそれにより生まれた
利益の共有）によるWin-Winの関係構築といった取
組なども参考に、発注方法のさらなる工夫・改善に
向けて継続的に取り組んでいくべきです。

（ウ）計画的かつ効率的な高経年化対策の推進
高経年化対策の状況を確認したところ、北海道電
力及び東京電力PGからは中長期的にみた更新工事
量の見通しが提示されるとともに、東京電力PGや
中部電力からは10年程度、北海道電力からは5年程
度の工事量ベースでの更新計画が提示されました。
一方で、中部電力が１年あたりの更新投資想定額を
提示した以外は、中長期的にみた更新投資額の見通
しや計画は提示されませんでした。このため、安定
供給のために必要となる投資金額が十分確保できて
いるか定量的に確認できるよう、投資額に関する計
画についても提示してほしいとの意見が多く見られ
ました。
高度成長期に整備された設備が今後更新の時期を
迎えます。こうした中で、安定供給を確保しつつ、
託送料金を抑制するには、設備ごとに、劣化状況等
を踏まえて故障確率及び故障した場合の影響の大き
さを評価し、修繕・更新等の対策に要する費用を見
積もり、これらを踏まえて最適なタイミング・方法
で対策を講じるなど、できるだけ効率的に高経年化
対策を進めていくことが重要です。またその際、施
工力の観点から、工事量をできるだけ平準化して対
策を進めることが望ましく、中長期的に計画的に進
めることが有効であると考えられます。
東京電力PG及び中部電力からは、IoTやAI等を活

用したアセットマネジメントシステムの導入によ
り、点検・故障等のデータをデータベース化して分
析・活用し、設備投資・更新の最適化や平準化を進
めていく方向で取り組んでいるとの表明がありまし
たが、これを各社共通の取組として進めていくこと
が求められます。このシステムが適切に機能すれば、
設備投資や高経年化対策の計画を効率的なものへと
深化させていくことが可能になるとともに、系統利
用者や最終的な費用負担者である需要家が高経年化
に係る工事量や投資額が適切であると判断しやすく
なると考えられます。
各社においては、再生可能エネルギーの導入拡大
や人口減少といった事業環境の変化も踏まえ、将来
の系統がどうあるべきか検討しつつ、アセットマネ
ジメントシステムの導入を通じて、中長期的視点で
計画的かつ効率的に設備投資や高経年化対策を進め
るべきです。また、設備投資や高経年化対策に係る
中長期計画や進捗について、工事量のみならず投資
金額も提示するなど、その取組状況を適切に説明し
ていくことが求められます。

（エ）安定供給に向けた取組
一需要家当たりの停電回数、停電時間を確認した
ところ、2018年度は、地震や台風といった大規模
災害の影響によって、北海道電力及び中部電力の一
需要家当たりの停電回数・停電時間が大きく増加し
ました。東京電力PGにおいても先般の台風の影響
による停電等がありましたが、各社はそれらの経験
を踏まえ、アクションプランをとりまとめ、自治体
を含む関係者による訓練に加え、関係機関等との
連携強化、災害復旧対応に資するシステム整備（ド
ローン活用、活動状況のリアルタイム共有等）、需
要家への情報発信の強化（他電力とのコンタクトセ
ンターの共同運営、スマホアプリの機能拡充等）な
ど、災害時等に備えた様々な取組を進めていました。
大規模災害時を含め、一般送配電事業者が安定供
給面で果たす役割は大きいです。効率化等によるコ
スト削減に取り組みつつも、安定供給に必要となる
投資等についてはしっかり確保していくことが重要
です。

③さらなるコスト削減と質の高い電力供給の両立に向けて
再生可能エネルギーの導入拡大や送配電設備の高
経年化への対応が増大する一方で、人口減少や省エ
ネ等により電力需要が伸び悩むなど、我が国の電力
系統を取り巻く事業環境が大きく変化していく中に
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おいては、再生可能エネルギーの拡大や安定供給の
確保など、将来に向けた投資をしっかり確保すると
同時に、さらなるコスト削減を促していくことが重
要となります。一般送配電事業者の収支状況をみる
と、収入が減少または横ばいとなる中で、総じて設
備関連費が減少していますが、この費用削減が効率
化によるものであれば良いものの、本来であれば再
生可能エネルギーの拡大や安定供給のために必要で
あった投資が先送りされたり、実施されなかったり
といった結果によるものであってはなりません。
現在、資源エネルギー庁において、必要な投資促
進と効率化の徹底を両立させる託送料金制度の在り
方について検討が進められていますが、料金審査専
門会合における事後評価で得られた経営効率化や高
経年化対策等に関する知見・情報・分析結果等を活
かしつつ、電力・ガス取引監視等委員会においても、
収支を中心として一般送配電事業者の実態の把握・
分析をさらに進め、今後の料金審査や事後評価の在
り方など、託送料金制度の詳細検討を進めていくべ
きです。

（5）法的分離に伴う行為規制
「電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成27
年法律第47号）」において、送配電部門の中立性を一
層確保するため、2020年度から一般送配電事業者と
送電事業者の法的分離を実施し、併せて、一般送配
電事業者とその特定関係事業者（以下、「一般送配電
事業者等」という。）及び送電事業者とその特定関係
事業者（以下、「送電事業者等」という。）に行為規制
を導入することが規定されたところ、その詳細は経
済産業省令に定めることとされています。 
そこで、電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専
門会合において一般送配電事業者等及び送電事業者
等にかかる行為規制の詳細や監視の在り方等につい
て議論を行い、「一般送配電事業者及び送電事業者
の法的分離に併せて導入する行為規制の詳細につい
て」を取りまとめました。さらに、「一般送配電事業
者及び送電事業者の法的分離に併せて導入する行為
規制の詳細について」を踏まえ、電力の適正な取引の
確保を図るために必要な行為規制を内容とする「電
気事業法施行規則等」の改正を、2018年6月に電力・
ガス取引監視等委員会から経済産業大臣に建議しま
した。建議を踏まえ、行為規制の具体的な内容等を
定めるため、2018年12月に「電気事業法施行規則（平
成7年通商産業省令第77号）」の改正を行いました。
また、とりまとめの内容については省令に反映する

ものに加えて、「適正な電力取引についての指針」（以
下、「適取GL」という。）に反映すべきと考えられるも
のがあることから、そのとりまとめの内容や制度設
計専門会合における議論を踏まえた適取GLの改定を
2019年9月に行いました。

○「適取GL」に追記される項目（例）
•�一般送配電事業者は、その特定関係事業者との
間で兼職を行う者がいる場合、あらかじめ、電
力・ガス取引監視等委員会へ説明するとともに、
年1回程度、その業務内容等を一般に公表する
ことが望ましい旨
•�取締役等の兼職禁止の例外となるかどうかを判
断する視点の詳細
•�一般送配電事業者は、その特定関係事業者との
間で人事交流を行う場合には、社内規程等によ
り行動規範を作成することが望ましい旨
•�一般送配電事業者は、電柱に埋め込まれたサイ
ズの小さい表示板等に刻印された商号等（法的
分離前に設置されたもの）については、「容易に
視認できない場所に刻印または表示する場合」
として、引き続き用いることができる旨
•�一般送配電事業者からその特定関係事業者への
送配電等業務の委託禁止の例外にあたるかどう
かの判断基準の詳細

5．�電力市場のさらなる効率化、競争促
進のための取組

（1）卸電力取引の活性化
電力システム改革の目的である小売電気事業者間
の競争を通じた安定的かつ安価な電力供給を実現す
るためには、小売電気事業者が小売供給に必要な電
源を市場から調達できるだけの卸電力市場の活性化
が不可欠となっています。このため、制度設計専門
会合では、卸電力市場の活性化に向けた取組などに
ついての議論を行っています。
具体的には、制度設計専門会合において、入札制
約の整理、卸供給の在り方について検討などを実施
しました。
入札制約の整理については、段差制約及び入札制
約について考え方や定義の取り纏めを行い制約に対
する望ましい運用方法の明確化を行いました。また、
卸供給の在り方については、公正な競争を促進する
等の観点から、卸供給の諾否に関する判断や交渉体
制について考え方の整理を行い、旧一電に対して自
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主的な取り組みとして適切に対応するよう要請を行
いました。

①�旧一電における、新規参入者との卸供給に関する
交渉について
「競争的な電力・ガス市場研究会中間論点整理」
（2018年8月）において、旧一電における、新規参入
者との卸供給に関する交渉は、発電部門など新規
参入者等との競争を排除する誘因を持たない部門
が行うことが望ましいとして、その在り方につい
て検討を進めていくこととした。
これを踏まえ、事務局による交渉実態等のヒアリ
ング等を踏まえて、公正な競争を促進する等の観点
から、旧一電における卸供給の諾否に関する判断の
在り方や卸供給の交渉体制に関する考え方を整理
し、旧一電に対して自主的な取り組みとして適切に
対応するよう要請を行いました。

②JEPXにおける市場監視業務等の体制について
JEPX（日本卸電力取引所）における取引規模の著
しい拡大やベースロード市場の開設をはじめとする
新たな市場開設などの取組みによって、JEPXにお
ける各種市場の公正な取引を確保する必要性が従前
にもまして増大しています。一方で、諸外国や類似
の取引所においては、市場監視業務等の実施体制に
ついて、様々な取組が見られるところです。 
このため、今後のJEPXにおける市場監視業務及

び取引参加者の資格審査、制裁その他個別事業者の
監督に類する業務を行う体制について、現時点では
何らかの具体的な問題行為が生じている訳ではない
ものの、今後より一層、中立性、独立性を向上させ
ていくために、既存体制の点検や所要の体制整備を
行っていくことが望ましい。以上を踏まえ、2019
年6月JEPXに対し、今年度中を目処に、中立性・独
立性を確保しつつ、その機能を向上させるための体
制について検討するよう要請を行いました。

（2）間接オークション・間接送電権の導入
地域間（エリア間）連系線の利用については、従来、

「先着優先」と「空おさえの禁止」を原則として、広域
機関によって利用計画が管理されていました。電力
システム改革貫徹のための政策小委員会（以下、｢貫
徹小委｣という。）の中間とりまとめにおいては、連
系線利用ルールを見直すことで、公正な競争環境の
下、送電線の利用と広域メリットオーダーの達成を
促し、さらなる競争活性化を通じて電気料金を最大
限抑制し、事業者の事業機会の拡大を実現していく
ことが適当とされました。また、公平性・公正性を
確保するとともに、卸電力市場の取引量増加を図
るため、現行連系線利用ルールを「先着優先」から、
市場原理に基づきスポット市場を介して行う「間接
オークション」へと変更することを軸にルールの見
直しを行うこととされました。その後、2017年7月
の制度検討作業部会の第一次中間論点整理におい
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【第361-5-1】JEPX取引量（約定量）のシェアの推移（2012年4月～2019年9月）

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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て、「先着優先」に基づく連系線の利用登録の受付を
停止する形で間接オークションが導入されることと
され、2018年10月から間接オークションが導入さ
れました。間接オークションの開始後、前日スポッ
ト市場の約定量は、間接オークションの開始前後で、
約1.5倍に増加しました。スポット市場の約定量は
引き続き増加しております。
JEPXの前日スポット市場においては、全国の参
加者が売り買いの入札を行い、売り札についている
最も価格の安いものから、買い札については最も価
格が高いものから約定するよう約定計算が行われま
す。こうした約定計算を行う際、連系線をまたぐ取
引の量が計算され、全ての取引が連系線の空容量の
範囲内で取引を行うことができれば、全国一律の価
格（システムプライス）に決定されます。他方で、連
系線の空容量の範囲内では取引できない場合、連系
線の空容量を勘案し、各々の連系線を最大限活用す

るよう、改めて約定計算が行われます。こうして連
系線混雑を考慮し約定計算をした結果、エリアごと
に計算されるスポット価格（エリア価格）が異なる場
合があり（市場分断）、このエリア間の価格の差異を
「エリア間値差」と称します。
貫徹小委や制度検討作業部会においては、先着優先
から間接オークションへの移行やBL市場等の卸電力
市場活性化策の実施に伴い、エリア間値差がより多く
の事業者に影響を及ぼしうることを踏まえ、こうした
リスクを軽減する仕組みが必要との議論が行われてき
ました。
諸外国においても、例えば、米国のPJMエリア（ペ
ンシルバニア州､ ニュージャージー州､ メリーラン
ド州､ バージニア州及びデラウェア州）においては、
地点別の限界価格（LMP）に頻繁に値差が発生する
ことによる事業者のエリア間値差の負担リスクを減
少させられるよう、エリア間の値差発生リスクを軽

【第361-5-3】連系線利用状況イメージ

出典：資源エネルギー庁作成
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【第361-5-2】新電力の電力調達の状況（2012年9月～2019年9月）

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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減する間接送電権の仕組みが整備されています。
上記を踏まえ、我が国においても、①ベースロー
ド市場を含む先渡市場や、前日スポット市場、相
対取引等における、エリアをまたぐ広域的取引の
環境の整備、②連系線の効率的な利用、③間接送
電権の取引の透明性の確保という視点を踏まえな
がら、取引参加者にとっての利便性や、ベースロー
ド市場を含む先渡市場の活性化にも留意しつつ間
接送電権の仕組みを整備することとなり、2019年4
月から間接送電権市場の取引を開始しました。

（3）�効率性向上のための送配電網の維持・運用費用の負担の在り方
制度設計専門会合では、2015年秋以降、効率性向上

のための送配電網の維持・運用費用の負担の在り方に
ついて、電力システム改革の進展など電力市場を取り
巻く環境変化を踏まえ、検討を進めてきました。2016
年7月の第9回制度設計専門会合において、それまでの
検討内容を踏まえ、論点整理を行いました。具体的には、
①発電事業者の負担の在り方、②小売事業者の負担の
在り方、③ネットワーク利用の効率化の推進、と論点
を大きく3つに分け、また、それらは相互に深く関連す
ることから、今後、一体として、引き続き関係者の意
見も聴きながら検討を深めていくこととしました。
2016年9月、上記の各論点について検討を深めるた

め、制度設計専門会合の下に送配電網の維持・運用
費用の負担の在り方検討ワーキング・グループ（座長：
横山明彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科 教
授）が開催され、2017年6月、第6回会合において、今
後の検討課題について示した「検討すべき論点」を公
表しました。その後、2018年6月、全13回にわたる議
論の結果を中間とりまとめとして公表するとともに、
その内容を踏まえた今後の託送料金制度の見直しに
ついて、経済産業大臣に対して建議を行いました。
中間とりまとめにおいては、人口減少や省エネル
ギーの進展等による電力需要の伸び悩み、再生可能
エネルギーの導入拡大等による系統連系ニーズの拡
大、送配電設備の高経年化に伴う修繕・取替等の増
大など、電力系統を取り巻く環境変化に対応しつつ、
託送料金を最大限抑制しつつ必要な投資を確保すべ
く、①送配電設備を利用する者の受益や送配電関連
費用に与える影響に応じた公平、適切な費用負担の
実現、②一般送配電事業者だけでなく、送配電設備
の利用者である発電側・需要側両方に対して合理的
なインセンティブが働く制度設計、といった2点を
基本的な視座として、以下の4点を柱とする制度見
直しの方向性を示しています。

（i）発電側基本料金の導入
 ・ �現行の託送料金原価の範囲を変えないことを前
提に、従来、小売電気事業者側（需要側）にのみ
負担を求めていた託送料金の一部について、そ
の受益に応じて発電側にも負担を求めること

（ii）�送配電関連設備への投資効率化や送電ロス削減
に向けたインセンティブ設計

 ・ �需要地近郊や既に送配電網が手厚く整備されて
いる地域など、送配電網の追加増強コストが小
さい地域の電源について発電側基本料金の負担
額を軽減すること

（iii）電力需要の動向に応じた適切な固定費の回収方法
 ・ �送配電関連費用のうち固定費に関する部分につ
いては、原則として基本料金で回収する方向で
託送料金を見直すこと

（ⅳ）送電ロスの補填に係る効率性と透明性の向上
 ・ �一般送配電事業者に送電ロスに係る情報の公表、
送電ロスの削減に向けた取組を促すとともに、
送電ロスの調達・補填主体を小売電気事業者か
ら一般送配電事業者へ移行することを基本とし
て検討を深めること

発電側基本料金については、一般送配電事業者に
おけるシステム開発や発電・小売間の既存相対契約
の見直し等に要する期間等を踏まえて、2023年度の
導入を目指すこととしており、現在、制度設計専門会
合において、システム開発に必要となる制度設計や
他の制度改革との関係で整理が求められる事項を優
先しつつ、課金方法や割引制度、転嫁の円滑化といっ
た制度の詳細設計に向けた議論を進めています。

（4）託送供給等約款における送電ロスの取り扱いの見直し
送電ロスの削減は、電力に係る全体コストの抑制

につながる重要な取組であるところ、制度設計専門
会合の下に開催された送配電網の維持・運用費用の
負担の在り方検討ワーキング・グループの中間とり
まとめ（2018年６月）においては、「送電ロスの削減に
向け、電圧別等の送電ロスの発生状況等を詳細に把
握・公表し、透明性の向上を図る」とした上で、その
具体策として、一般送配電事業者に情報の公表を求
め、送電ロスの削減に向けた取り組みを促すととも
に、「託送供給等約款上のロス率との乖離が大きい
場合等にロス率の見直しを求める」とされました。
これを受け、2019年2月の第36回料金審査専門会
合において、電圧別にみた送電ロスの発生状況（実
績値）を確認したところ、大部分のエリア・電圧に
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おいて、約款上のロス率が、実績値よりも上回って
いることが確認されました。
これを踏まえ、事務局においてさらに分析を深め、
2019年7月の第40回制度設計専門会合において、対応の
方向性について議論しました。具体的には、スマートメー
ターの設置が完了するまでの間は新電力と旧一電小売と
の間で需要インバランスの計算方法が異なるとされてい
るところ、約款ロス率と実績ロス率とが乖離していると、
新電力と旧一電小売との公平性が阻害されていることが
確認されたため、できるだけ速やかにそうした状況を改
善すべく、スマートメーターの設置が完了するまでの間
は、過去3年分の実績値の平均値を用いて、約款上の送
電ロス率を毎年改定（一般送配電事業者が毎年約款改定
を申請）することが適切との結論を得ました。それを踏ま
え、2020年2月、各一般送配電事業者の託送供給等約款
上の送電ロス率が改定されました。
なお、スマートメーターの設置が完了した後の対
応については、別途検討していくこととしています。

（5）容量市場の創設に向けた検討
かつての総括原価方式の枠組みの下では、発電投
資は規制料金を通じて安定的に回収されてきました。
総括原価方式と規制料金の枠組みによる投資回収の
枠組みがない中では、原則として、発電投資は市場
取引を通じて、または市場価格を指標とした相対取
引の中で投資回収されていく仕組みに移行していく
と考えられます。このため、固定価格買取制度の対
象となる再生可能エネルギー電源を除けば、大部分

の電源に係る投資回収の予見性は、従来の総括原価
方式下の状況と比較して、低下すると考えられます。
また、固定価格買取制度等を通じて、再エネが拡
大することになれば、従来型電源の稼働率が低下す
るとともに、再エネ電源が市場に投入される時間帯
においては市場価格が低下し、全電源にとって売電
収入が低下すると考えられます。その結果、電源の
将来収入見通しの不確実性が高まり、事業者の適切
なタイミングにおける発電投資意欲をさらに減退さ
せる可能性があります。
今後、仮に電源投資が適切なタイミングで行われ

なかった場合、電源の新設やリプレース等が十分にな
されない状態で、既存発電所が閉鎖されていくことと
なります。そのような場合には、中長期的に供給力不
足の問題が顕在化し、さらに電源開発に一定のリード
タイムを要することから、①需給が逼迫する期間にわ
たり、電気料金が高止まりする問題や、②再エネをさ
らに導入した際の需給調整手段として、必要な調整
電源を確保できない問題等が生じると考えられます。
こうした状況を踏まえると、単に卸電力市場（kWh
価値の取引）等に供給力の確保・調整機能を委ねるの
ではなく、一定の投資回収の予見性を確保する施策
である容量メカニズムを追加で講じ、電源の新陳代
謝が市場原理を通じて適切に行われることを通じて、
より効率的に中長期的に必要な供給力・調整力が確
保できるようにすることが求められます。
貫徹小委中間とりまとめにおいては、こうした観

点から検討を進めた結果、一定量の供給力を確保す

【第361-5-4】一般送配電事業者の約款上の送電ロス率

出典：電力・ガス取引監視等委員会事務局作成
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ることができる「容量市場」は、①予め必要な供給力
を確実に確保することができること、②卸電力市場
価格の安定化を実現することで、電気事業者の安定
した事業運営を可能とするとともに、電気料金の安
定化により需要家にもメリットがもたらされること、
③再エネ拡大等に伴う売電収入の低下は全電源に影
響していること等を踏まえると、最も効率的に中長
期的に必要な供給力等を確保するための手段である
とされました。
また、こうした措置は、投資回収の予見性を高め
るための措置であり、必要な電源投資等のための総
コストは変わらない、もしくはリスクプレミアム等の
金利分が減少することから、中長期的に見た小売事
業者の負担はむしろ抑えられると評価されています。
ほとんどの自由化先進国において、前述した意義に
基づき、容量メカニズム等の投資回収の予見性を高め
る施策が措置されています。一般に、容量メカニズム
は供給信頼度確保を目的として導入され、容量市場は、
長期的に必要な供給力を確保する観点からは、他の同
種の制度よりも、より良いと考えられています。
制度検討作業部会においては、貫徹小委中間とりま

とめを受け、容量市場の詳細制度設計について、本作
業部会におけるヒアリングや、広域機関における検討
も踏まえつつ、検討を行っており、2024年度における
必要供給力を確保するため2020年7月に予定している
初回メインオークションに向けた準備を進めています。

（6）需給バランス調整のための調整力確保
①調整力の調達・運用の改善
2016年4月1日に、電力小売全面自由化や新たな
ライセンス制の導入を定めた第2弾改正法が施行さ

れ、これまで旧一電が自社の発電設備を用いて行っ
てきた、系統全体の周波数維持などの高品質な電力
供給を確保する業務であるアンシラリーサービス
は、一般送配電事業者が担うこととなりました。ま
た、一般送配電事業者は、アンシラリーサービスの
実施に必要な電源などを調整力として発電事業者な
どから調達するとともに、その調整力の確保に必要
なコストは託送料金で回収される仕組みとなりまし
た。この仕組みにより、発電事業者などによる競争
が進み、多様な発電事業者などの参画による調達が
可能な調整力の量の増大や、質の向上、一般送配電
事業者によるさらなる効率的な調整力の活用が期待
されています。
この仕組みは、一般送配電事業者による調整力の
調達が公平性・透明性を確保した上で行われること
を前提として機能するものであることから、2016
年度から行われている一般送配電事業者による調整
力の調達は、原則として、公募などの公平性かつ透
明性が確保された手続により実施する必要がありま
すが、その手続の具体的な内容は各一般送配電事業
者に委ねられていました。
このため、事前に一般送配電事業者による適切な
調整力の調達の在り方について基本的な考え方を示
し、調整力の公募調達が公平性・透明性を確保した
形で円滑に開始できるよう、電力・ガス取引監視等
委員会の下に開催した制度設計専門会合において、
公募調達の公平性・透明性を担保するための考え方、
望ましいと考える公募調達の実施方法などをその内
容とする「一般送配電事業者が行う調整力の公募調
達に係る考え方」を取りまとめ、2016年9月26日に
電力・ガス取引監視等委員会として経済産業大臣に

【第361-5-5】容量市場創設後の収入

出典：資源エネルギー庁作成
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対して建議を行いました。
その後、本建議を踏まえ、経済産業大臣により、「一
般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え
方」（以下、「公募ガイドライン」という。）が制定され、
一般送配電事業者は当該考え方に基づき、調整力の
公募調達を実施しています。

（i）2019年度向けの公募調達に係る評価
電力・ガス取引監視等委員会では、2019年4月の制
度設計専門会合において、2019年度向けの調整力公
募結果を取りまとめ、前年度との変動要因を分析しま
した。また、旧一電（発電・小売部門）がどのような考
え方で電源Ⅰに応札したか等を把握するため、各社に
対し応札する電源の選定の考え方、及び応札価格設
定の考え方を聴取し、妥当性を評価しました。

（ii）2020年度向けの公募調達の実施に向けた改善
2019年5月の制度設計専門会合において、2020年
度の公募に向け、さらなる改善の必要性などについ
て、発電、小売事業者やディマンドリスポンス事業
者などに対してアンケート等を実施し、その結果を
踏まえた公募の改善要請を一般送配電事業者に対し
て実施しました。
その結果、2019年6月の制度設計専門会合におい
て、電源Ⅰ’の広域調達の実施等の改善策が了承さ
れ、2019年秋に実施される公募から当該改善策が
実施されることとなりました。

（iii）�2024年度向けのブラックスタート機能公募の検討
ブラックスタートとは、ブラックアウト（全域停
電）の状態から、外部電源より発電された電気を受
電することなく、停電解消のための発電を行うこと
を言います。万が一のブラックアウトに備え、各エ
リアではブラックスタート機能を有する電源を調達
する必要があり、広域機関における検討の結果、容
量市場創設後（2024年度以降）に必要なブラックス
タート機能は、容量市場におけるkW価値の調達時
期（kW価値を受け渡す4年前）と同時期に年間公募
で調達することと整理されました。
これを受けて、電力・ガス取引監視等委員会では、
2019年10月の制度設計専門会合において、2020年
度に実施する2024年度向けのブラックスタート機
能公募の実施方法等について議論を行い、ブラック
スタート機能に必要な調達対象の範囲、落札電源へ
の支払額の考え方、入札価格に規律を設けることが
決定されました。

（ⅳ）�調整力公募における逆潮流アグリゲーションの
取り扱いの検討
現在の公募ガイドラインでは、電源は原則として
ユニット単位で応札することとしており、複数の電
源等を組み合わせる逆潮流アグリゲーションは公募
対象として認められていません。
他方、分散型リソース（蓄電池、コージェネレーショ

ン等）の普及や技術進歩を背景に、逆潮流アグリゲー
ションを調整力として活用するニーズが拡大してい
ることや、新たなリソースの参入が調整力公募にお
ける競争促進の観点から重要であることに鑑み、電
力・ガス取引監視等委員会では、2019年11月の制度
設計専門会合において、調整力公募における逆潮流
アグリゲーションの取り扱いを検討しました。
その結果、調整力に求められる確実性や透明性及
び発電事業者の規模による公平性を確保しつつ、一
定の要件を設けた上で、調整力公募への入札を認め
るよう、公募ガイドラインの見直しを含めた検討を
開始しました。

②需給調整市場の創設
一般送配電事業者が電力供給区域の周波数制御、
需給バランス調整を行うために必要な調整力を調達
するにあたっては、特定電源への優遇や過大なコス
ト負担を回避しつつ、実運用に必要な量の調整力を
確保することが重要となります。
このような観点から、一般送配電事業者による
調整力の公募が2016年から実施されることとなり、
ディマンドリスポンス（DR）等の調整力も調達され
るようになっています。
貫徹小委中間とりまとめにおいては、今後、公募
結果を踏まえつつ、需給調整市場の詳細設計を行い、
一般送配電事業者が調整力を市場で調達・取引でき
る環境を整備することが適当であるとされました。
また、電力システム改革専門委員会報告書において
も、系統運用者が供給力を市場からの調達や入札等
で確保した上で、その価格に基づきリアルタイムで
の需給調整・周波数調整に利用するメカニズムを送
配電部門の一層の中立化に伴い導入することが適当
であると記載されています。
諸外国においても、需給調整市場を開設し、調整
力を市場の仕組みを活用して前週や直前に調達して
います。同時に、欧米においては需給調整の広域化
にも取り組んでおり、例えば欧州は卸電力市場の広
域統合から、需給調整市場の広域統合へと、ルール・
プラットフォームの整備を進めています。
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我が国においても、再エネの導入が進む中で、調
整力を効率的に確保していくことは重要な課題で
す。調整力公募は一部の調整力を除き各エリアの一
般送配電事業者がエリア内の調整力のみを調達して
いますが、効率的に調整力を調達するためには、エ
リアを超えて広域的に調整力を確保することも課題
となっています。他方で、各一般送配電事業者のシ
ステムは、現状において、広域的な調整力の市場調
達やその運用を前提として構築されておらず、こう
したシステムの改修や、実運用の変更を、日々の
需給調整に支障を生じさせない形で行うためには、
ルール検討やシステム構築を慎重に行っていく必要
があります。
現在、制度検討作業部会や広域機関の委員会にお
いて、需給調整市場の詳細設計が進められており、
2021年からは再生可能エネルギー予測誤差に対応
する調整力が、2024年までにはすべての調整力が
需給調整市場を通した調達に切り替わる予定です。
また各一般送配電事業者のシステム改修にむけた検
討や調整力の広域運用に向けた準備も並行して進め
られています。

（i）�調整力の広域調達に必要な地域間連系線の容量
確保の検討
2021年度から需給調整市場を通した調整力の広
域調達が開始されると、調達された調整力が確実に
活用できるよう事前に地域間連系線の容量を確保す
る必要があります。
そこで、電力・ガス取引監視等委員会では、2019
年9月及び2020年3月の制度設計専門会合において、
調整力の広域調達に係る地域間連系線の確保量につ

いて議論を行い、連系線の容量確保については卸電
力市場への影響も考慮し、一定の上限量を設けるこ
とが決定されました。

（ii）需給調整市場の情報公表の検討
発電事業者やDR事業者などによる需給調整市場
への参加促進、競争を活性化する観点から、落札結
果等の関連情報については、タイムリーに公表する
ことが重要です。
そこで、電力・ガス取引監視等委員会では、2019
年9月の制度設計専門会合において、需給調整市場
で公表されるべき情報の項目及びタイミングについ
て議論を行い、情報公表の項目については、現在の
調整力公募結果の公表と同じレベルの内容を維持し
た上で、各エリアの結果が一覧できるものとするこ
と、情報公表のタイミングについては、約定処理を
行った当日の17時頃を目途に公開することが決定
されました。

（iii）需給調整市場の監視及び価格規律の在り方の検討
需給調整市場における競争が十分でない場合、市
場支配力を有する事業者が市場支配力を行使し、不
当に高い入札価格等を設定することにより、不当な
利益を得るといったことが起こり得ます。こうした
ことを踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会では、
2020年2月の制度設計専門会合において、需給調整
市場の監視及び価格規律の在り方について検討を開
始しました。

【第361-5-6】需給調整市場の概要

出典：資源エネルギー庁作成
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（7）非化石価値取引市場の創設に向けた検討
「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー
源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促
進に関する法律（平成21年法律第72号）」（以下、「高
度化法」という。）により、小売電気事業者は、自ら
調達する電気の非化石電源比率を2030年度に44%以
上にすることが求められています。
しかし、卸電力取引所では、非化石電源と化石電
源の区別がされないため、非化石電源の持つ価値が
埋没し、非化石電源比率を高める手段として活用が
できません。結果、取引所取引の割合が比較的高い
新規参入者にとっては、非化石電源を調達する手段
が限定される状況になっており、高度化法の目標達
成が困難な面があります。
このような状況を踏まえ、新たな市場である非化
石価値取引市場を創設することによって非化石価値
を顕在化し、取引を可能とすることで、小売電気事
業者の非化石電源調達目標の達成を後押しするとと
もに、需要家にとっての選択肢を拡大することとさ
れました。またFIT非化石証書の売上については、
FIT賦課金の低減に充てることとされ、これにより、
FIT制度による国民負担の軽減を促すこととされま
した。
FIT電気に由来する非化石証書（FIT非化石証書）
の取引については、2018年5月に初回オークション
を開始し、四半期に一度の頻度でオークションを実
施しています。
また、FIT電気以外の再生可能エネルギー等の電
気については、原則2020年4月発電分以降から非化
石証書（非FIT非化石証書）の対象とされることとさ
れています。

なお、本市場の創設に当たっては、上記の制度趣
旨を踏まえ、非化石価値を顕在化し、その価値に適
切な評価を与えることができるよう、以下のとおり、
非化石証書の有する環境価値と、需要家にとっての
選択肢拡大という非化石証書の主な役割について基
本的な考え方を整理しました。

（i）非化石証書の有する環境価値
電気の持つ環境価値としてはいくつかの概念が考
えられますが、①非化石価値（高度化法上の非化石
比率算定時に非化石電源として計上できる価値）以
外に、②ゼロエミ価値（CO2排出係数が0kg-CO2 ／
kWhであることの価値）や③環境表示価値（小売電
気事業者が需要家に対しその付加価値を表示・主張
する権利）が主なものとして挙げられます。
非化石証書の購入者は販売する電気に非化石証書
を使用することで、こうした価値を需要家に訴求す
ることができます。電力の小売営業に関する指針に
おいて、電源構成表示に関しては、実際に受電した
電源の構成を表示するとの整理がなされており、非
化石証書を使用しても電源構成は変わらない点に留
意が必要ですが、同指針において、再エネ由来の証
書に関しては、電源構成外にて「実質再エネ100%」
等の表示することは許容することとしています。

（ii）需要家の選択肢の拡大
証書を購入した小売電気事業者は、環境価値を電
気とともに需要家に販売することが可能となりま
す。非化石証書には、再生可能エネルギーの電気に
由来する再エネ指定の非化石証書と、再生可能エ
ネルギー以外の非化石電源の電気に由来する指定

【第361-5-7】市場創設効果（イメージ）

出典：資源エネルギー庁作成
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無し証書の2種類が存在します。例えば、再エネの
推進に貢献したいと考える需要家は、数ある料金メ
ニューから、こうした小売電気事業者が提供する再
エネ指定の非化石証書を活用した環境価値付きのメ
ニューを選択することで、実際に貢献することが可
能となります。需要家のニーズが高ければ、非化石
価値取引市場が積極的に活用され、小売電気事業者
のサービス多様化が図られることが期待されます。
なお、2019年2月のオークションから、非化石証
書に発電所情報等を付与した証書を調達できるよ
う、実証実験を開始しており、2019年度のオーク
ションについても、この実証実験を継続して実施し
ました。

（8）�自由化の下での財務会計面での課題解決に向けた取組
2016年4月の小売全面自由化以降、総括原価方式
による料金規制の撤廃に伴い、電気事業の財務･会
計上の特性にも変化が生じました。このため、電力
分野の自由化を進めるに当たっては、これら制度変
更に伴う課題として、一般の事業においては問題と
ならないような、例えば、制度変更により事後的に
費用が増大する場合の対応費用をどのように回収す
るかが課題となり得ます。このため、財務･会計制
度や負担の在り方について、具体的な措置の検討
･審議を行うため、貫徹小委の下に｢財務会計ワー
キンググループ｣を開催し、小売全面自由化の下で
の原子力事故に係る賠償への備えに関する負担や
廃炉に係る会計制度の在り方に関する議論を行い、
2017年2月に結果をとりまとめました。
とりまとめで示された方向性を踏まえ、財務会計
面での課題解決に向け、2017年10月、2018年4月に
制度改正を実施しました。

①原子力事故に係る賠償への備えに関する負担の在り方
東京電力福島第一原子力発電所の事故後、原子力

事故に係る賠償への備えとして、従前から存在してい
た「原子力損害賠償法（昭和36年法律第147号）」に加え
て新たに「原子力損害賠償･廃炉等支援機構法（平成23
年法律第94号）」が制定され、現在、同法に基づき、原
子力事業者が毎年一定額の一般負担金を原子力損害
賠償･廃炉等支援機構に納付しています。原子力損害
賠償法の趣旨に鑑みれば、本来、こうした万一の際の
賠償への備えは、東京電力福島第一原子力発電所事
故以前から確保されておくべきでしたが、政府は何ら
制度的な措置を講じておらず、事業者がそうした費用
を料金原価に算入することもありませんでした。従来、

総括原価方式の下で営まれてきた電気事業において
は、一般の事業と異なり、将来的な費用増大リスクを
見込んだ自由な価格設定を行うことはできず、料金の
算定時点で合理的に見積もられた費用以外を料金原
価に算入することは認められていませんでした。これ
は、規制料金の下では、全ての需要家から均等に費用
を回収することとなるため、同じ電気を利用した需要
家間では不公平は生じないということを前提として、
その電気を利用した時点で現に要した費用（合理的に
見積もられた費用）のみ料金原価への算入を認めると
いう考え方に基づいています。
しかし、2016年4月に小売が全面自由化され、新
電力への契約切替えにより一般負担金を負担しない
需要家が増加していることを踏まえ、賠償の備えを
小売料金のみで回収するとした場合、過去に安価な
電気を等しく利用してきたにもかかわらず、原子力
事業者から契約を切り替えた需要家は負担せず、引
き続き原子力事業者から電気の供給を受ける需要家
のみが全てを負担していくことになります。こうし
た需要家間の格差を解消し、公平性を確保するため
には、全需要家が等しく受益していた賠償の備えに
ついて、全ての需要家が公平に負担することが適当
であり、また、そうした措置を講ずることが、福島
の復興にも資するものとの考えに立ち、負担の在り
方について、貫徹小委で検討を進めました。その結
果、回収する金額の規模は、現行の一般負担金の算
定方法を前提とすることが適当と考えられ、現在の
一般負担金の水準をベースに、1kWあたりの単価を
算定した上で、これを前提に、2010年度までの我
が国の原子力発電所の毎年度の設備容量等を用いて
算出した金額から、回収が始まる前の2019年度末
時点までに納付したまたは納付することになると見
込まれる一般負担金の合計額を控除した約2.4兆円
としました。回収方法については、電源構成に占め
る原子力の割合は供給区域ごとに異なる一方で、賠
償の備えの負担は、過去の原子力の電気の利用に応
じて行うべきものであることや、現状、一般負担金
は小売規制料金に含まれ、供給区域ごとに異なる水
準となっていること等を踏まえると、賠償の備えを
国民全体で負担するに当たっては、特定の供給区域
内の全ての需要家に一律に負担を求める託送料金の
仕組みを利用することが適当と考えられました。
こうした検討を踏まえ、東京電力福島第一原子力
発電所事故以前から確保されておくべきであった賠
償の備えを託送料金で回収する仕組みを可能とする
制度改正（電気事業法施行規則の改正）を2017年9月
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に実施しました（施行は2020年4月1日）。
なお、留意点として、本来、発電部門の原価とし
て回収されるべき賠償の備えについて、託送料金の
仕組みを通じて広く全需要家に負担を求めるに当
たっては、その額の妥当性を担保する措置を講ずる
とともに、個々の需要家が自らの負担を明確に認識
できるよう、指針等を通じ、小売電気事業者に対し、
需要家の負担の内容を料金明細票等に明記する措置
を講じることとされました。また、原子力に関する
費用について、託送料金の仕組みを通じた回収を認
めることは、結果として、原子力事業者に対し、他
の事業者に比べて相対的な負担の減少をもたらすも
のであり、競争上の公平性を確保する観点から、原
子力事業者に対しては、例えば、原子力発電から得
られる電気の一定量を小売電気事業者が広く調達で
きるようにするなど、一定の制度的措置を講じるこ
ととしています。

②福島第一原子力発電所の廃炉の資金管理・確保の在り方
東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に必要な資
金については、東京電力が負担することが原則であ
り、東京電力にグループ全体で総力を挙げて捻出さ
せる必要があるとの考え方の下、「国民負担増とな
らない形で廃炉に係る資金を東京電力に確保させる
制度」について、2016年10月に東電委員会から国に
対して検討要請がなされました。
この要請を踏まえ、東京電力福島第一原子力発電
所の廃炉の円滑かつ着実な実施を担保するため、長
期間にわたり必要となる巨額の資金の管理を担保す
る制度として、事故炉の廃炉を行う原子力事業者（事
故事業者）に対し、廃炉に必要な資金を機構に積み
立てることを義務付ける等の措置を講じることを内
容とする廃炉等積立金制度を2017年10月より開始

し、2018年4月及び2019年4月に政府は、原子力損
害賠償・廃炉等支援機構から申請のあった廃炉等積
立金を認可しました。
また、発電・送配電・小売に分社化されている東
京電力において、グループ全体で総力を挙げて捻出
する資金が自由化の下でも確実に廃炉に充てられる
ための制度として、東京電力パワーグリッド（送配
電部門、以下、「東電PG」という。）が親会社（東京電
力ホールディングス）に対して支払う東京電力福島
第一原子力発電所の廃炉費用相当分について、超過
利潤と扱われないように費用側に整理して取り扱わ
れるようにするとともに、乖離率の計算に際して実
績単価の費用の内数として扱われるようにする制度
的措置を2018年3月に実施しました。なお、この措
置を講ずるに当たっては、東電PGの託送料金の値
下げ機会が不当に損なわれないよう、東電PG自体
の超過利潤・乖離率の代わりに、他の一般送配電事
業者の効率化達成状況によって値下げ命令の要否を
判断するとともに、東電グループ全体の中で東電
PGの負担が過大なものとならないよう、例えば収
益性や資産状況を参考に、グループ各社との負担の
程度を比較し、著しく不適当な分担となっていない
かどうかを確認する措置についても併せて講じてい
ます。

③廃炉に関する会計制度の扱い
（ア）廃炉会計制度について
従前の電気事業会計制度の下では、廃炉に伴う資
産の残存簿価の減損等により、一時に巨額の費用が
生じることで、（i）事業者が合理的な意思決定ができ
ず廃炉判断を躊躇する、（ii）事業者の廃炉の円滑な
実施に支障を来す、との懸念がありました。このため、
2013年と2015年に、設備の残存簿価等を廃炉後も分

【第361-5-8】全ての需要家から公平に回収する賠償の備えのイメージ

出典：資源エネルギー庁作成
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割して償却（＝負担の総額は変わらないが、負担の
水準を平準化）する会計制度が措置されました。こう
した制度整備を受けて、2015年に5基、2016年に1基
の原子炉について、廃炉決定が行われています。
廃炉会計制度は、計上した資産の償却費が廃炉後
も着実に回収される料金上の仕組みが併せて措置さ
れることを前提としており、現在は小売規制料金に
より費用回収することが認められています。した
がって、現在経過的に措置されている小売規制料金
が将来的に撤廃されることを見据えた場合、今後も
制度を継続するには、着実な費用回収を担保する措
置を講ずることが不可欠です。この点、2015年3月
の廃炉に係る会計制度検証ワーキンググループ報告
書（｢原発依存度低減に向けて廃炉を円滑に進めるた
めの会計関連制度について｣）においては、競争が進
展した環境下においても制度を継続させるために
は、「着実な費用回収を担保する仕組み」として、総
括原価方式の料金規制が残る送配電部門の託送料金
の仕組みを利用することとされていました。
制度創設の経緯･趣旨を踏まえれば、廃炉会計制
度は、原発依存度低減というエネルギー政策の基本
方針に沿って措置されたものとして、本制度を継続
することが適当であるとされました。本制度を継続
するために必要となる着実な費用回収の仕組みにつ
いては、小売規制料金が将来的に撤廃されることか
ら、自由化の下でも規制料金として残る託送料金の
仕組みを利用することが妥当と考えられます。
こうした検討を踏まえ、廃炉を行う際の設備の残
存簿価等について、引き続き小売料金での償却等を
認め、2020年4月以降に託送料金での回収を可能と
する制度改正（電気事業会計規則等の改正）を2017
年10月に実施しました。なお、発電、送配電、小
売の各事業が峻別された自由化の環境下で、発電に
係る費用の回収に託送料金の仕組みを利用すること
は、原発依存度低減や廃炉の円滑な実施等のエネル
ギー政策の目的を達成するために講ずる例外的な措
置と位置付けられるべきと考えられます。

（イ）原子力発電施設解体引当金について
原子炉の運転期間中に廃炉に必要な費用を着実に
積み立てるため、原子力事業者は、毎年度、原子力
発電所一基ごとの廃止措置に要する総見積額を算定
し、経済産業大臣の承認を得た上で、各原子炉の発
電実績に応じて原子力発電施設解体引当金として積
み立てることが義務付けられています。解体引当金
は、東京電力福島第一原子力発電所事故以降、原子

力発電所の長期にわたる稼働停止が続き、従来の生
産高比例法では引当が進まないといった課題が生
じたことから、2013年、引当方法を定額法に、引
当期間を運転期間40年に廃炉後の安全貯蔵期間10
年を加えた原則50年に変更する制度改正が行われ、
今後、競争が進展した環境下でも本制度を継続し、
廃炉後の安全貯蔵期間中も引当を継続させるために
は、廃炉会計制度と同様、費用回収が着実に行われ
る仕組みが必要となっています。
その引当期間については、事業者が負担するとい
う原則に立てば、着実な費用回収が前提となる安全
貯蔵期間に入る前、すなわち、廃炉前に引当を完了
していることが廃炉を円滑に実施する観点からより
適切な制度の在り方であり、原則50年としている
引当期間を原則40年に短縮することとしました。
引当期間の見直しを行った場合、2013年の制度
改正以降に廃炉決定し、解体引当金の残額を10年
間に分割した引当を現在行っているものや、今後早
期廃炉するものについては、解体引当金の未引当分
を一括して引き当てる必要が生じます。しかし、制
度の事後的な変更によって、事業者の財務に影響を
与えることは適当でないことに加え、こうした費用
の発生が早期廃炉を志向する事業者の判断を歪める
ようなことがあれば、廃炉会計制度の趣旨にも反す
るので、2013年の制度改正以降に廃炉決定したも
のや今後早期廃炉するものに限り、廃炉に伴い一括
して計上することが必要となる費用を廃炉会計制度
の対象とすることで、一括して発生する費用を分割
して計上する仕組みとすることとしました。
解体引当金の基礎となる原発の解体に必要な費用

は、1985年及び1999年の総合資源エネルギー調査会
原子力部会において示された算定式に基づき、毎年度、
物価変動や廃棄物量の変動を加味し、炉ごとに総額
（：総見積額）を算定しています。この算定式は、原子
力部会において技術的な検討を行った結果として導き
出されたものであり、その前提に大きな変更はないこ
とから、現時点で合理的に見積もることができる費用
が不足なく含まれているものと評価できます。一方で、
この算定式は、モデルとなるプラントの廃炉工程を前
提としたものであるため、今後、個々のプラントにお
いて廃止措置を実施していく過程等で、例えば、多数
の炉が設置されている原子力発電所では、設備の共有
等による効率化などにより、総見積額の見直しが必要
となり得ます。こうしたことを踏まえ、自由化の下で
も廃炉に必要な費用があらかじめ確実に確保されるよ
う、個別の炉･発電所ごとに固有の事情（規制変更など
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により算定式の前提を大幅に変更する必要がある場合
を除く）が生じた場合に、当該事象を速やかに総見積
額に反映させることが可能な仕組みを導入することが
必要と考えられます。ただし、総見積額の妥当性を確
保するため、これまでと同様に、総見積額を経済産業
大臣が承認する仕組みとすることとしました。
これらの検討を踏まえ、引当期間を原則40年す
ることに加えて、2013年の制度改正以降に廃炉決
定したものや今後早期廃炉するものに限り、廃炉に
伴い一括して計上することが必要となる費用を廃炉
会計制度の対象とする等の制度改正（解体引当金省
令の改正）を2018年4月に実施しました。

第2節
ガスシステム改革及び
熱供給システム改革の促進

1．�ガスシステム改革の概要
2015年6月に成立した電気事業法等の一部を改正

する等の法律に基づき、2017年4月1日にガス小売全
面自由化等のガスシステム改革が実施されました。
ガスシステム改革の実施に当たっては、総合資源エ
ネルギー調査会基本政策分科会ガスシステム改革小
委員会（2013年11月から2016年6月にかけて33回開
催）、総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分
科会電力・ガス基本政策小委員会（2016年10月から
2017年2月にかけて2回開催）、産業構造審議会保安

分科会ガス安全小委員会（2014年6月から2017年3月
にかけて16回開催）、同小委員会ガスシステム改革
保安対策ワーキンググループ（2015年7月から2016年
5月にかけて6回開催）及び電力・ガス取引監視等委
員会等において、随時議論がなされてきました。
ガスシステム改革は、1.天然ガスの安定供給の確
保、2.ガス料金の最大限の抑制、3.利用メニューの
多様化と事業機会の拡大、4.天然ガスの利用方法の
拡大の主に4つを目的としており、2017年4月以降
も、資源エネルギー庁と電力・ガス取引監視等委員
会のそれぞれにおいてさらなる市場活性化のための
検討を進めています。
なお、2022年4月1日に予定されている大手ガス
事業者の導管部門の法的分離等に関する制度設計に
ついては、市場の状況も考慮し、引き続き、総合資
源エネルギー調査会等での議論を踏まえ、政府とし
て検討を進めることとしています。

2．�ガスの小売全面自由化の進捗状況
（1）ガス小売事業者の登録
新規のガス小売事業者については、2016年8月の

事前登録申請の受付開始から2020年3月末時点まで
に、79者が登録されました。ガス小売事業者の登録
に当たっては、資源エネルギー庁及び電力・ガス取
引監視等委員会が、「ガスの使用者の利益の保護の
ために適切でないと認められる者」に該当しないか
等、法令に則りそれぞれ審査を行っています。なお、
電気事業法等の一部を改正する等の法律の経過措置

【第362-2-1】新規ガス小売事業者の登録状況

出典：資源エネルギー庁作成
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により、旧一般ガス事業者から203者、旧簡易ガス
事業者から1,174者が、ガス小売事業者となりました。

（2）�スイッチング（契約先の切り替え）件数及び新規
参入者の販売シェア
ガスの小売全面自由化から、一般家庭等での累計
ガスの小売全面自由化から、一般家庭等での累計ス
イッチング申込件数は堅調に増加しており、2020
年3月末時点で、全国で約343万件となっています。
地域別でみると、近畿が最多となっています。スイッ
チング率は全国で13.5%です。なお、北海道、東北、

中国・四国では2020年3月末時点でスイッチングの
動きは見られていません（第362-2-2）。
また、自社内スイッチング件数（累計）は、2019
年12月末時点で、約134万件（全国）、スイッチング
率は9.6%（全国）となっており（第362-2-3）、他社へ
のスイッチングと同様に増加しています。
新規参入者の全需要種に占めるガス販売量につ

いては、2019年12月末時点で全体の14.6%となって
います。家庭用のガス販売量に占める新規参入者の
シェアは全国で9.8%、最もスイッチングが進んでい
る近畿地方では、14.6%となっています（第362-2-4）。
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【第362-2-2】全国のスイッチング率の推移・申込件数

出典：資源エネルギー庁作成

【第362-2-3】指定旧供給区域内における累計契約変更件数

【第362-2-4】新規小売のガス販売量（需要種・エリア別）

出典：ガス取引報（2019年12月分）表14

出典：ガス取引報（2019年12月分）表3
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（3）メニューの多様化
ガス小売全面自由化を契機に、全国各地のガス
小売事業者が新たな料金・サービスメニューの提
供に取り組んでおり、料金・サービスの多様化が
進んでいます。各事業者が提案する新メニューで

は、ガス料金の割引を行うもの、電力や通信といっ
た他のサービスとのセット割引を行うもの、料金
支払いに対しポイントを付与するもの、顧客の見
守りサービスを提供するもの、トラブル時の駆け
つけサービスを提供するもの、ガスの使用量や料

【第362-2-6】ガス事業者のサービス向上に向けた新たな取組

出典：日本ガス協会作成（2019年1月末時点）
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【第362-2-5】ガス事業者のサービス向上に向けた新たな取組の類型表

出典：各社プレスリリース・HP等より資源エネルギー庁が作成
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金の見える化サービスを提供するもの、といった
類型が見られます。

（4）経過措置料金規制の対象地域の指定解除
ガス小売全面自由化に伴い、ガスの小売供給に
関する料金規制は原則撤廃されましたが、LPガス、
オール電化等を含め競争が不十分であると認められ
た地域については、需要家利益の保護の観点から経
済産業大臣が指定を行い、経過措置として料金規制
を継続しています。ただし、指定を受けた地域の競
争状況は、経済産業大臣が3か月に一度の事業者報
告により継続して把握し、競争が十分であると認め
られた地域については指定を解除することとしてい
ます。
ガス小売全面自由化に先駆けて、2016年11月に
は、ガスシステム改革小委員会等の議論を受けて策
定された指定基準に基づき、旧一般ガス事業者の供
給区域等では12区域等、旧簡易ガス事業者の供給
地点では1,730供給地点群を指定しましたが、2020
年3月末現在において、旧一般ガス事業者の供給区
域等では9区域等、旧簡易ガス事業者の供給地点で
は1,135供給地点群が指定されています。

3．�ガス事業制度検討ワーキンググループ
における議論

資源エネルギー庁は2018年9月に、総合資源エネ
ルギー調査会電力・ガス基本政策小委員会の下に「ガ
ス事業制度検討ワーキンググループ（以下、「ガス
WG」という。）」を開催しました。ガスWGは、2017
年4月のガス小売全面自由化の成果が一定程度見ら
れる中、エネルギー基本計画や規制改革実施計画、
一部継続検討課題とされていたテーマを踏まえつ
つ、ガスシステム改革のさらなる推進に向けてガス
事業制度の在り方について専門的な見地から詳細な
検討を進めることを目的としています。
2019年度中にはガスWGを6回開催し、ガス卸供
給の追加的な促進策、一括受ガスその他消費者の
利益を最大限実現するための措置、熱量バンド制、
二重導管規制に係る変更・中止命令の判断基準、
LNG基地の第三者利用の追加的な促進策の要否に
ついて議論が交わされました。

（1）ガス卸供給の追加的な促進策
「適正なガス取引についての指針」における積極的
なガスの卸供給に関する記載を踏まえた旧一般ガス
事業者の自主的取組と位置づけられたスタートアップ
卸に関し、2019年7月末までに旧一般ガス事業者によ
る利用受付が開始されました。2020年3月末を旧一般
ガス事業者による卸供給を開始いたしました。

（2）�一括受ガスその他消費者の利益を最大限実現する
ための措置
ガスWGでの議論を踏まえ、2019年9月28日に「ガス

の小売営業に関する指針」を改定し、一括受ガスが許
容されない補足理由、需要家代理モデル活用により期
待されるメリット、需要家代理モデルへの消費者契約
法等の適用可能性、等について新たに規定しました。

（3）熱量バンド制
一定の熱量範囲（バンド）に収まれば、熱量が多少
変動しても導管への注入を認める仕組みである「熱
量バンド制」の導入の適否について追加調査を実施
し、調査内容をガスWGに報告しました。追加調査
の具体的内容として、まず欧州（英独）における熱量
バンド制の調査を行い欧州と日本のガス供給の差異
について報告を行いました。続いて、熱量バンドに
移行する際の費用と便益の調査を行いました。引き
続き、具体的な制度設計の検討を進めながら、現行
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【第362-2-7】指定旧供給区域等一覧（旧一般ガス�
事業者の供給区域等）

出典：資源エネルギー庁作成
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の標準熱量制と比較しつつ標準熱量の引き下げや小
さいバンド幅の選択肢から優先的に取り上げ、引き
続き検討を継続することといたしました。）

（4）二重導管規制に係る変更・中止命令の判断基準
二重導管規制とは、特定ガス導管事業者の供給地

点が一般ガス導管事業者の供給区域に含まれる場合
に、当該特定ガス導管事業によりガスの使用者の利益
が阻害される（託送料金の値上げが実際に行われる）お
それの有無を国が審査し、おそれがあると認められる
場合には、特定ガス導管事業の届出内容に係る変更ま
たは中止の命令を可能とする制度であり、その趣旨は
既存導管網の効率的利用を図り、一般ガス導管事業
者の供給区域内の導管利用コストの上昇を抑制すると
ともに、効率的な導管網形成を促すことにあります。
ガスシステム改革小委員会での議論を踏まえ、小
売全前面自由化（2017年4月1日）後3年度間では、原
則としてネットワーク需要の4.5%に相当する既存
需要の獲得が可能とされていましたが、2019年度
のガスWGでは、2020年度以降の二重導管規制の在
り方について議論し、特定ガス導管事業の届出によ
る需要獲得時点を「届出時点」とすること、一般ガス
導管事業者の供給区域毎にネットワーク需要の伸び
率を基礎として2020年度から2022年度の3年間の利
益阻害性の判断基準とすること、2020年度4月から
の獲得可能量が2017～2019年度の獲得可能量（ネッ
トワーク需要の4.5%）の残余分未満となる供給区域
においては、新規参入者の予見可能性確保の観点か
ら、激変緩和措置として、2020年度～ 2022年度に
限り当該残余分を獲得可能量とすること、新制度開
始後3年を目途に本制度の運用状況を確認し、必要
な対応を検討すること、等が整理されました。

（5）LNG基地の第三者利用の追加的な促進策の要否
2018年6月15日閣議決定の規制改革実施計画にお
いて、ガス受託製造約款の策定が義務づけられる
LNG基地の対象拡大について利用事業者の意見も
広く取り入れて検討することとされたことを受け
て、「ガス導管に接続している貯蔵容量が20万kl未
満のLNG基地」の利用ニーズを資源エネルギー庁に
おいて調査しました。
調査により、ガス製造事業に該当しないLNG基
地について具体的な利用の申出や利用の問い合わせ
が行われた事例がなかったことがわかりましたが、
他方で一部事業者は利用に興味を有していることが
わかりました。
「適正なガス取引についての指針」では、法定
LNG基地に該当しないLNG基地について、第三者
から利用の申出を受けた場合には、当事者間の相対
交渉を通じて適切な条件で応じることが望ましいと
されていることから、まずは指針に基づき相対交渉
の事例を積み重ねることが必要、と整理されました。

4．�ガス市場における適正な取引確保の
ための厳正な監視など

（1）ガス市場の監視
2017年4月にはガスの小売事業への参入が全面自
由化され、家庭を含む全ての需要家がガス会社や料
金メニューを自由に選択できることとなりました。
こうした中、ガスの小売供給に関する取引の適正化
を図るため、「ガスの小売営業に関する指針」を踏ま
え、需要家への情報提供や契約の形態・事業者の営
業活動の監視などを行い、必要に応じて、ガス事業
法上問題となる事業者に対して指導等を行っていま

【第362-4-1】特別な事後監視の概要

出典：2017年8月ガス取引報に基づき電力・ガス取引監視等委員会作成
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す。また、相談窓口などに寄せられた不適切な営業
活動などについて、事実関係の確認や指導を行って
います。

（2）小売料金に係る事後監視
2017年4月以降、一般的な監視に加え、経過措置料
金規制が課されない、または経過措置料金規制が解
除されたみなしガス小売事業者のうち、旧供給区域
等における都市ガス（または簡易ガス）の利用率が50%
を超える事業者を対象として、当該旧供給区域等の
料金水準について報告徴収を行い、ガス小売料金の
合理的でない値上げが行われないよう、3年間監視（以
下、「特別な事後監視」という。）を行っています。
四半期ごとに実施される特別な事後監視の結果に
ついては、電力・ガス取引監視等委員会のホームペー
ジにて公表することになっています。これまでに、「合
理的でない値上げ」に該当すると判断し、また料金改
定の際に需要家に対する説明が不十分であることが
確認された事業者1社及び料金改定の際に需要家に
対する説明が不十分であることが確認された事業者
1社に対して指導を行いました。

（3）原価算定期間終了後の経過措置料金の事後評価
「電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成
27年法律第47号）」（以下、「第3弾改正法」という。）
附則の経過措置に基づくガス小売料金については、
原価算定期間終了後に毎年度事後評価を行い、利益
率が必要以上に高いものとなっていないかなどを経

済産業省において確認し、その結果を公表すること
となっています。
電力・ガス取引監視等委員会は、経済産業大臣等
からの意見聴取を受けて、料金審査専門会合にお
いて2018年度の状況について評価及び確認を行い、
2019年11月、以下のとおりとりまとめました。
これを踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会は、
経済産業大臣等に対し、「電気事業法等の一部を改
正する等の法律附則に基づく経済産業大臣の処分に
係る審査基準等」（20170329資第5号）第2（8）④に照
らし、経過措置料金の変更申請を命じることが必要
となる事業者はいなかった旨回答しました。

①料金審査専門会合のとりまとめ（2019年11月）
（ア）事後評価のポイント
旧一般ガスみなしガス小売事業者全9社のうち、
本省所管の対象事業者2社（東京ガス及び東邦ガス）
※及び、地方局所管の対象事業者6社（京葉ガス、京
和ガス、日本ガス、熱海ガス、河内長野ガス及び
南海ガス）の計8社について、「電気事業法等の一部
を改正する等の法律附則に基づく経済産業大臣の
処分に係る審査基準等」（20170329資第5号）第2（8）
④に基づく値下げ認可申請の必要がないか確認を
行いました。
※�原価算定期間終了前の大阪ガスは、事後評価の対象外。

（イ）料金審査専門会合の開催実績
2019年11月20日　	 第38回料金審査専門会合第

６
章 【第362-4-2】料金変更認可申請命令に係る審査基準

出典：資源エネルギー庁作成
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（ウ）事後評価の結果
第3弾改正法附則第22条第4項の規定によりなお
その効力を有するものとして読み替えて適用される
同法第5条の規定による改正前の「ガス事業法（昭和
29年法律第51号）」第18条第1項の規定による供給約
款等の変更の認可の申請命令に係る「電気事業法等
の一部を改正する等の法律附則に基づく経済産業大
臣の処分に係る審査基準等」（20170329資第5号）第2
（8）④に照らし、値下げ認可申請の必要は認められ
ませんでした。評価の詳細は以下のとおりです。
審査基準のステップ1「ガス事業利益率による基準」

では、個社の直近3か年度平均の利益率が9社10か年
度平均の利益率を上回る会社は、京和ガス及び熱海
ガスの2社でした。ステップ1に該当した2社について、
審査基準のステップ2「超過利潤累積額による基準」で
は、2018年度末超過利潤累積額は一定水準額である
指定旧供給区域等需要部門に係る本支管投資額（過去
5年平均）を下回っており、ステップ2「自由化部門の
収支による基準」では、直近2年連続で自由化部門の
収支が赤字となっていませんでした。以上より、原価
算定期間を終了している旧一般ガスみなしガス小売
事業者8社（大阪ガス以外）について、審査基準に基づ
く評価を実施した結果、変更認可申請命令発動の検
討対象となる事業者はいませんでした。
以上を踏まえ、2019年度の事後評価の対象となっ
た事業者について、現行の認可料金に関する値下げ
認可申請の必要があるとは認められませんでした。

（4）ガス導管事業者の収支状況等の事後評価
2017年度から施行されたガスシステム改革関連
の制度改正により、ガス事業にライセンス制が導入
され、ガス導管事業は中立的なネットワーク部門と
して引き続き地域独占とすることとされました。こ
れを踏まえ、各一般ガス導管事業者及び特定ガス導
管事業者（以下、「ガス導管事業者」という。）は新た
な託送供給約款を策定して2017年4月から実施、そ
の後、事業年度毎に託送収支計算書が公表されてい
ます。これを踏まえ、2019年11月1日付にて、経済
産業大臣及び各経済産業局長等から、ガス導管事業
者の2018年度収支状況の確認について電力・ガス
取引監視等委員会宛てに意見の求めがありました。
これを踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会 料
金審査専門会合において、法令に基づく事後評価（ス
トック管理・フロー管理）を実施するとともに、託
送料金の低廉化を促進するために、追加的な分析・
評価を行いました。

①法令に基づく事後評価
2018年度に事業を実施した全国のガス導管事業
者（222社）のうち、託送供給約款を策定している等
の事業者（143社）について、2018年度の収支状況を
評価しました。
これら143社のうち、8社（苫小牧ガス、仙南ガス、
東部液化石油、新発田ガス、松本ガス、長南町、妙
高市（妙高高原区域）及び魚沼市）については、2018
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【第362-4-3】審査基準の適用結果

出典：各事業者の部門別収支計算書、各事業者へのヒアリングにより資源エネルギー庁作成
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年度終了時点での超過利潤累積額が、変更命令の発
動基準となる一定水準額を超過しました。
このうち、1月～ 12月の会計年度を採用している
3社（東部液化石油、新発田ガス及び松本ガス）につ
いては、2019年12月中に託送供給約款料金の改定
の届出が行われ、ガス事業託送供給約款料金算定規
則の規定に従って、託送供給約款届出料金が適切に
算定されていることを確認しました。
また、4月～ 3月の会計年度を採用している5社（苫
小牧ガス、仙南ガス、長南町、妙高市（妙高高原区
域）及び魚沼市）に対応方針を聴取したところ、5社
とも期日までに料金改定を実施予定であるとの回
答でした。

②追加的な分析・評価
（ア）�超過利潤累積額が一定水準額を超えた事業者の

料金値下げ届出について
東部液化石油、新発田ガス及び松本ガスの3社に

ついては、所管の経済産業局長に対して、2020年1
月1日を実施日とする託送供給約款の変更（料金値下
げ）の届出が行われたため、その内容を確認しました。
届出のあった3社はいずれも、ガス事業託送供給
約款料金算定規則の規定に従って、届出上限値方式
により変更後の料金が算定されました。このため、
基本的には、（A）超過利潤が一定水準を超過したこ
とによる、省令の算定式により算出される超過利潤
等の管理に基づく料金引下げ原資及び（B）届出上限
値方式を採用したことによる、同方式に基づく料金
引下げ原資の合計が還元されることとなりますが、
このうち（A）については、新発田ガス及び松本ガス
は、省令上算定が免除される要件を満たしているた
め、還元が行われませんでした（次回料金改定には
反映）。
前述の（B）については、ガス託送料金の値下げ届
出は、総括原価方式と届出上限値方式の選択制であ
り、届出上限値方式が選択された場合、料金引下げ
原資は、経営効率化等によって生じた費用減の一部
を事業者が自らの経営判断で設定することとなりま
す。本制度の趣旨は、託送料金原価の適正性が十分
に担保されている状況であれば、総括原価方式に比
べ簡易である同方式を通じ、料金値下げの機動性向
上が図られることにあります。
しかしながら、これまで料金審査専門会合で事後
評価を行ってきたとおり、新制度に基づく各社の託
送料金（2017年4月実施）については、一部の事業者
で、当時の査定に限り認められた原価算定方式が適

用された費用項目において、「実績費用と想定原価
との大きなずれ」が確認されており、本来制度が前
提としていた状況に必ずしも当てはまらない可能性
があります。
会合では、こうした事業者の超過利潤が一定水準
を超過した場合、原価を速やかに実態に合わせる観
点から、まずは、「総括原価方式での値下げ」を行う
必要性が高いと考えられるため、新制度に基づく託
送料金（2017年4月実施）の認可を受けた事業者で、
超過利潤が一定水準を超過した者については、次に
料金値下げ届出を行おうとする場合、選択制ではな
く、総括原価方式で行わなければならない旨の制度
的措置を速やかに講じるべきとされました。

（イ）大きな超過利潤が発生した事業者の分析・評価
一定水準を超過した事業者以外にも、2018年度
の収支において比較的大きな超過利潤が発生した事
業者があったことを踏まえ、当期超過利潤額が営業
収益の5%以上であった7社（昨年度の追加的な分析・
評価で対象外とした4月～ 3月以外の会計年度を採
用している事業者が対象。ただし、超過利潤累積額
が一定水準を超過した事業者を除く）について、そ
の超過利潤の要因と今後の見通しを分析・評価する
とともに、各事業者から今後の対応方針を聴取しま
した。
これらの事業者の超過利潤の要因については、想
定より収益が増加したことが要因であるもの、想定
より費用が減少したことが要因であるもの、そして
その両者が要因となっているもののそれぞれが存在
しました。
収益増の要因については、大口需要家への供給量
の増加、新規の需要獲得などがあげられました。費
用減の要因については、設備投資が減少した・実施
されなかった、簡易な原価算定方式（簡素合理化方
式）によって想定原価が大きく見積もられていた、
などがあげられました。
こうした要因分析を踏まえ、各事業者の超過利潤
が一過性のものか継続する可能性が高いものかにつ
いて分析・評価を行いました。その結果、4社につ
いては、来年度以降も2018年度と同じ要因での超
過利潤が継続する可能性が高いと評価され、来年度
の事後評価において重点的にフォローアップを行う
ことが適当とされました。また、それ以外の3社に
ついては、2018年度の超過利潤の発生は一過性で
ある可能性があると評価されました。
この結果を踏まえ、各事業者に対し、料金改定を
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含めた今後の方針について聴取したところ、超過利
潤の継続性が高い4社のうち2社から、2021年1月に
自主的に料金改定を実施する予定であるとの回答が
ありました。
また、昨年度の事後評価において大きな超過利潤
が発生した事業者について、フォローアップを実施
したところ、超過利潤の発生状況が変化し、方針が
変更された事業者が一部あったものの、2018年度
収支でも大きな超過利潤が継続した事業者について
は、基本的には2020年4月からの料金改定を自主的
に実施する予定であるとの回答がありました。

③需要開拓費、二重導管離脱需要の分析
（ア）需要開拓費の分析
需要開拓費を原価に計上した事業者について、
2017年度～ 2019年度需要開拓費の想定原価と実績
費用（実績見込みを含む）を聴取しました。全体とし
ては、想定を上回る実績、概ね想定通りの執行とな
る事業者が多かったですが、一部の事業者では想定
外の案件数の減少などの理由により、実績が想定を
下回りました。
また、需要開拓費は、第26回ガスシステム改革小
委員会において、「ガス導管事業者が得る託送料金
収入は増加することとなるため、その一部を需要開
拓を行ったガス小売事業者に対して還元する（実質
的な託送料金の割引）」及び「需要開拓により見込ま
れる5年間の託送料金収入増加額の2分の1に相当す
る額を託送料金原価に織り込むことを認める」と整
理されました。これらの整理を踏まえ、5年間の託
送料金収入増加見込額が、需要開拓費執行額の2倍
以上であれば当初期待された費用対効果が達成され
ていると評価できるとし、需要開拓費を執行した7
社の状況を分析したところ、各社とも、5年間の託
送料金収入増加見込額は、需要開拓費執行額の2倍
以上となっていました。
これらの託送料金収入の増加は、超過利潤、ひい
ては将来の託送料金値下げの原資となり得るため、
引き続き、制度に基づき、超過利潤の発生状況につ
いて事後評価を行っていくこととされました。

（イ）二重導管離脱需要の分析
2016年に二重導管規制が見直され、ガス導管事
業者は、原則として、小売り全面自由化後3年間に
おいて、各一般ガス導管事業者のネットワーク需要
の4.5%に相当する既存需要を獲得することが可能
となりました。一般ガス導管事業者の中には、需要

想定を行うにあたり、自社の状況に応じて、一定程
度の需要減少量を織り込んだ事業者もいることか
ら、申請時想定と実績を比較し、その乖離理由を各
事業者から聴取しました。
二重導管離脱需要の実績が申請時の想定を下回っ
た事業者（東京ガス及び東邦ガス）からは、乖離理由
について報告があったとともに、今後の申請時の想
定については、適切な想定に努める旨が表明されま
した。

④効率化に向けた取組状況
昨年度の事後評価においては、先進的な取組を
行っていると期待される大手3社（東京ガス、大阪ガ
ス、東邦ガス）の取組を確認し、特に先進的で効果
の高い取組について取りまとめ、中小事業者等への
横展開の技術的サポート等を日本ガス協会に依頼し
たため、今年度は、日本ガス協会の取組状況のフォ
ローアップを行いました。
日本ガス協会からは、昨年度の要請を受けた新た
な取組として、一般ガス導管事業者の経営者や実務
の責任者等に対し、直接、昨年度の事後評価のとり
まとめ内容を情報発信したこと等が報告されまし
た。引き続き、こうした取組を通じ、ガス業界全体
の効率化意識のさらなる醸成と、より一層の取組促
進に繋がることが期待されます。
また、昨年度の事後評価で取り上げられた先進的
な効率化取組を経済産業省がとりまとめ、発出した
効率化事例集について、一般ガス導管事業者各社が
当該事例集の内容に関する疑問点を解決し、スムー
ズに導入検討を進められるよう、「効率化事例集に
関連する問合せ窓口」を設置し、導入済みの事業者
（大手3社）とのマッチングを迅速かつ確実に行う仕
組みが設けられました。
今後、日本ガス協会を中核とした一般ガス導管事
業者への情報発信や課題解決のためのサポートが、
より一層深化していくことにより、一般ガス導管事
業者全体の自主的な業務効率化が加速化していくこ
とが期待されます。

⑤内管工事の取組状況
（ア）�内管工事の利益率が大きく、かつ直近で見積単

価表の改定が行われていない事業者の分析
昨年度実施した事後評価を踏まえ、内管工事の利
益率が大きく、かつ直近で見積単価表の改定が行わ
れていない事業者16社に対して、その利益率の妥
当性または利益率を踏まえた見積単価表の改定の見
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通しを聴取したところ、8社からは見積単価表の見
直しをする、または見直しを検討するとの回答があ
りました。
内管工事の利益率が大きくなる主な原因について
は、複数の事業者から、見積単価表に基づかない特
殊な工事が発生したためとの回答がありました。他
方、各一般ガス導管事業者の託送供給約款等には見
積単価表に基づかない特殊な工事であっても、その
工事金額は、その工事に要する材料費、労務費等の
費用に基づき算出した個別の設計見積金額にするも
のと記載されています。これを踏まえ、当該特殊な
工事であっても、その工事金額は、その工事に要す
る費用に基づき算出した個別の設計見積金額となる
よう、各一般ガス導管事業者に対し、2019年10月
に当委員会事務局から日本ガス協会を経由して周知
徹底を行いました。

（イ）�内管工事の標準モデルに基づく参考見積額の公
表状況の確認
昨年度実施した事後評価を踏まえ、需要家が内管
工事のおおよその額を容易に知ることができるよ
う、内管工事の標準モデルに基づく参考見積額を自
社のHP等において公表するよう事業者に依頼しま
した。全一般ガス導管事業者196社において、内管
工事の標準モデルに基づく参考見積額を自社のHP
等において公表していることが確認されました。

（5）法的分離に伴う行為規制
「電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成
27年法律第47号）」において2022年度から、導管規
模等政令で定める要件に該当する一般ガス導管事業
者及び特定ガス導管事業者の法的分離を実施し、併
せて、法的分離された一般ガス導管事業者及び特定
ガス導管事業者とその特定関係事業者（以下、「ガス
導管事業者等」という。）に行為規制を導入すること
が規定されたところ、その詳細は経済産業省令に定
めることとされています。
そこで、2019年9月より、電力・ガス取引監視等
委員会 制度設計専門会合において、ガス導管事業
者等にかかる行為規制の詳細について検討を行い、
2020年3月31日の制度設計専門会合において「2022
年度から導入する一般ガス導管事業者及び特定ガス
導管事業者に係る行為規制の詳細について」をとり
まとめました。

○とりまとめの内容（例）
①社名、商標、広告・宣伝等に関する規律
（ア）法的分離の対象となる一般ガス導管事業者（以

下、「特別一般ガス導管事業者」という。）がその特
定関係事業者たるガス小売事業者またはガス製
造事業者と同一であると誤認されるおそれのある
商号、商標を用いることを原則禁止とする

（イ）一般ガス導管事業者の託送供給の業務を行う部
門が、当該一般ガス導管事業者のガス小売事業
またはガス製造事業に係る業務を営む部門の営
業活動を有利にする広告、宣伝その他の営業行
為を行うことを禁止とする（特定ガス導管事業者
も同様に規定）

②取締役等及び従業者の兼職に関する規律の詳細
（ア）取締役等の兼職禁止の例外について具体的に規定
（イ）兼職禁止の対象となる従業者の範囲を具体的に

規定

③グループ内での取引に関する規律の詳細
取引規制の対象となる特別一般ガス導管事業者と

「特殊の関係のある者」を具体的に規定

④業務の受委託の禁止の例外
（ア）特別一般ガス導管事業者がその特定関係事業者

及びその子会社等に例外的に託送業務等を委託
することができる要件

（イ）特別一般ガス導管事業者がその特定関係事業者
から小売・製造業務を例外的に受託するができ
る要件

⑤情報の適正な管理のための体制整備等
　（特定ガス導管事業者も同様に規定）
（ア）一般ガス導管事業者の託送供給の業務を行う部

門と当該一般ガス導管者のガス小売事業または
ガス製造事業に係る業務を営む部門とが建物を
共用する場合には、別フロアにするなど、物理的
隔絶を担保し、入室制限等を行うこと

（イ）一般ガス導管事業者は、自らの託送供給等業務
の実施状況を適切に監視するための体制整備を
行うこと

（ウ）内部規程の整備、従業者等の研修・管理などの
法令遵守計画を策定し、その計画を実施するこ
と　等
※一部の項目においては、条件に該当する一般ガ
ス導管事業者に限る
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5．�ガス市場のさらなる効率化、競争
促進のための取組

（1）ガス市場での競争促進策の検討
電力市場及びガス市場における競争を促進するこ
とによって、需要家の利益を最大化し、電気事業及
びガス事業の健全な発達を図る観点から、これらの
市場の競争促進策（競争評価、卸取引、小売取引の
在り方等）を検討する必要があります。このため、
電力・ガス監視等委員会事務局長の私的懇談会とし
て、2017年10月より競争的な電力・ガス市場研究
会（以下、「競争研」という。）を開催し、ガスシステ
ム改革の趣旨を踏まえて、より一層競争を促進して
いくため、ガス市場における競争促進策の検討を行
いました。
具体的には、①ガス事業における市場の画定の理
論的整理を行ったうえで、②ガス小売市場と③ガス
卸市場について、それぞれの競争政策上の課題の検
討を行い、中間論点整理を取りまとめました。以下
がその概要です。

①ガス事業における市場の画定
市場画定の理論的、実務的な目的・位置づけ等に

ついては、｢私的独占の禁止及び公正取引の確保に関
する法律（昭和22年法律第54号）｣（以下、｢独禁法｣と
いう。）においても多くの議論がありますが、客観的、
論理的な議論を進める上で有用です。ガス事業法の
観点からも、独禁法における市場画定の考え方を踏
まえて、市場支配的事業者の行為等によってどのよう
な市場で競争に歪みが生じる可能性があるかを検討
し、必要な措置を検討することが有益です。
競争研における議論では、ガス事業における市場画

定として、電力市場と比較すると卸取引は限定的です
が、導管でつながっているエリア内では、理論的には、
競争は可能であると考えられ、地理的にはそのような
市場画定が将来的にありうるとの整理を行いました。
ただし、現状としては、導管が物理的につながっ
ているエリアであっても、各社の間での供給区域を
越える競争は相当に限定的であるといった実態を踏
まえれば、事実上は市場が分割されることになって
いる可能性があることから、越境取引の実態、越境
託送の状況等を十分に踏まえて、実証的に検討する
必要があります。また、熱量、圧力、成分等の違い
等によりエリア間またはエリア内の競争に制約があ
る場合には、個別の判断が必要となる可能性もある
と考えられます。

②ガス小売市場における競争政策上の課題
一般論として、契約期間は、当事者の合意による
ことが原則であるが、ガス市場において存在すると
の指摘がある長期契約を高額の違約金によって担保
するような取引慣行（電力市場においても一部存在
するとの指摘がある）は、ガス事業法上は、サンク
コストになるような投資が必要といった事情により
正当化しうる場合を除いては、経済合理性が乏しい
ものであり、競争研における議論においても、そも
そも、ガス事業において、不当に高額な違約金を伴
う長期契約を締結する合理性について大いに疑問が
あり、そのような取引慣行の合理性は検証される必
要があると整理されました。
特に、ガスについては、長期契約とその解除に伴
う高額の違約金を課す取引慣行について、LNGの
引き取り量の削減に限界がある等の経緯を主張する
指摘があるが、本来的には、企業自身が調達から販
売までリスク管理を行う余地があり、また、需要離
脱が生じた場合にも同量を競争者等に卸供給を行う
ことによって解決可能であるため、ガス事業法上の
考え方としては、需要家のためにサンクコストとな
る特別の投資を行った場合などの例外的な場合を除
けば、基本的には、正当化は困難です。このため、
市場支配的事業者や市場における有力な地位にある
事業者による長期契約に関する規制の在り方につい
て、さらに検討される必要があります。

③ガス卸市場における競争政策上の課題
ガス小売市場の競争促進に向けて、現在及び将来
の需要者に資するために、取引所創設等の取引量の
増大に向けた措置、ガス卸市場の支配的事業者等に
よる自社の小売部門と同水準での卸供給に向けた措
置などについて、ガス事業法の枠組みの中で検討を
行い、必要な措置を講ずることが必要であるとの整
理を行いました。
関連して、現行の実務において、一部の地域で旧
一般ガス事業者等によって行われているワンタッチ
卸（小売事業者は卸事業者から需要場所でガスの卸
供給を受ける仕組み）は、ガスの調達、託送契約及
び同時同量オペレーションを卸事業者に委ねること
ができるという点で、新規参入の促進に寄与するも
のであり、保安業務の委託の円滑化とともに実施す
ることで、有益であるとの指摘がありました。
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（2）ガスにおけるスイッチング業務等の標準化
小売全面自由化前、ガスシステム改革小委員会に
おいてスイッチング業務フロー等を標準化すること
と整理されたことを受けて、日本ガス協会が主体と
なって標準化を進めてきました。他方、実際にはス
イッチング業務フロー等の標準化は不十分であり、
ガス導管事業者毎に業務フローやフォーマットが異
なることによって、複数のエリアに参入する事業者
の業務コストの増加を招き、新規参入者の負担と
なっていることが、2017年11月の第24回制度設計
専門会合で新規参入者より指摘されました。
これを受けて、委員会は、日本ガス協会が行って
きたスイッチング業務等の標準化状況と今後の対応
方針を確認・整理するとともに、スイッチング環境
等のさらなる整備に向けて検討することとしました。
円滑なスイッチングの実現に向けて、スイッチン
グ業務をはじめとする小売事業者と導管事業者との
間で発生する業務の標準化を検討しました。具体的

には、（ア）業務フロー（各業務に必要な申込・報告
等の手順、必要な様式を作業プロセスとともに明ら
かにしたフロー）、（イ）要求項目（各様式でやりとり
する情報項目）、（ウ）情報共有手段（各様式をやりと
りするための手段）、（エ）レイアウト（各様式のレイ
アウト）の標準化を図りました。
2018年2月から電気・石油を含む新小売事業者、
一般ガス導管事業者として日本ガス協会、委員会事
務局との間で検討会議を定期的に開催、スイッチ
ング業務等の標準化に向けた協議を実施し、今般、
2019年2月に開催された制度設計専門会合にてとり
まとめの報告を行いました。
その後、業務マニュアルの作成、事業者への周知
を業界団体とも連携して行い、ガススイッチング業
務等に関する標準的な手続マニュアルをとりまと
め、公表すると共に、標準化された業務の運用につ
いて導管事業者に求めました。
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【第362-5-1】ガスのスイッチング業務等の標準化の考え方

出典：第36回制度設計専門会合　事務局提出資料（2019年2月15日）より抜粋

【第362-5-2】ガスのスイッチング業務等の標準化内容

出典：第36回制度設計専門会合　事務局提出資料（2019年2月15日）を基に電力・ガス監視等委員会作成
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（3）ガス卸市場における競争政策上の課題
制度設計専門会合において、都市ガスの卸取引に
関する競争の促進について、卸受事業者に対する実
態調査や都市ガスの卸元事業者へのヒアリング等を
踏まえた検討を行い、中途解約補償料を伴う長期契
約及び需要家情報の取り扱いについて、以下の問題
に対する考え方の整理を行いました。
都市ガスの卸供給に伴い、卸元事業者が基地建設、
導管敷設等の設備投資を行うことによって、卸受事
業者に対して卸供給することが主流であった時期に
おいては、中途解約補償料が盛り込まれた10年を
超える長期契約を当事者間で締結することは、一般
的です。
現在は一定程度インフラの整備が進み、かつ、卸
市場及び小売市場の参入が自由化されており、競争
の促進が重要な課題となっています。そのような中
で、都市ガスの卸契約について、事務局による実態
調査を踏まえ、その契約期間や、中途解約補償料の
設定方法・水準の考え方を検討されていくことの必
要性について指摘がありました。
また、ガス卸市場で卸元事業者と卸受事業者が小
売事業において競争関係にあり、または、その可能
性がある場合において、具体的な需要家の情報の提
供を卸元事業者が卸受事業者に求め、当該情報を卸
元事業者が卸受事業者と共有するような場合は、ガ
ス卸市場及び小売市場の競争を阻害することにつな
がるおそれもある、との指摘もありました。
上記の問題の整理を踏まえ、都市ガスの卸元事業
者（旧一般ガス事業者、国内天然ガス事業者、旧一
電等）に対して、以下内容を要旨とする自主的な取
組を2019年9月に要請を行いました。

①中途解約補償料を伴う長期契約について
・�有力な地位にある（または見込まれる）都市ガス
の卸元事業者が、ガスの卸売において高額な中
途解約補償料を伴う長期契約を締結すること
は、長期の契約及び違約金の水準という2要素
があいまって、競争者（卸元事業者）の取引機会
を過小にする可能性があります。
・�このため、資料内で示した考え方を踏まえ、都
市ガスの卸元事業者に対し、今後更新する中途
解約補償料を伴う長期契約については、合理的
な根拠に基づく中途解約補償料と契約期間の設
定とするよう求めることとします。

②需要家情報の取り扱いについて）
・�ガス卸市場で卸元事業者と卸受事業者が小売事
業において競争関係にある（またはその可能性
がある）場合において、具体的な需要家の情報
の提供を卸元事業者が卸受事業者に求め、当該
情報を卸元事業者が卸受事業者と共有すること
は、卸取引の円滑な実施のために必要不可欠な
場合など合理的な理由がある場合を除いて、ガ
ス卸市場及び小売市場の競争を阻害することに
つながるおそれもあると考えられます。
・�このため、資料内で示した考え方を踏まえ、都
市ガスの卸元事業者に対し、合理的な理由がな
い場合は需要家情報の提供を求めないこと、合
理的な理由があって需要家情報を入手する場合
には、その情報の管理体制の構築等について適
切に対応すること、を求めることとします。

今後の対応としては、上記までに示した考え方を
踏まえ、適切な時期において、フォローアップ調査
を行うこととしております。

6．�ガス安全小委員会における議論
ガスの小売全面自由化が行われ、新たなガス小売
事業者の参入が開始されたことから、ガス小売事業
者の保安水準の維持、向上を図る施策の検討をガス
安全小委員会において実施しました。需要家にガス
小売事業者の自主保安活動の特徴的な取組状況を
ホームページで分かりやすく紹介し、消費者が保安
面で優れているガス小売事業者を選択することを支
援する「見える化」制度を2017年度に構築しました。
2019年度においても引き続き、「見える化」制度を
実施し、自主保安活動の推進を後押ししています。
また、規制改革推進会議において、内管の保安と
工事について競争メカニズムが働いていないとの指
摘がありました。これを受け、保安水準の確保及び
一般ガス導管事業者の自主的な保安の取組を前提
に、内管保安業務を委託する際の委託要件とすべき
項目を精査・抽出し、各一般ガス導管事業者におけ
る適切な委託先選定が行われる仕組み作りについて
対応方針を示しました。
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7．�熱供給システム改革の概要
熱供給システム改革は、電力・ガスシステム改革
とあいまって、熱電一体供給も含めたエネルギー供
給を効率的に実施できるようにするため、2013年
11月に総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
の下に開催された「ガスシステム小委員会」において
熱供給事業の在り方などを検討・審議し、2015年6
月の「電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成
25年法律第74号）｣の成立を受けた後は、熱供給シ
ステム改革を着実に進めていく上で必要な実務的な
課題を含めた具体的な制度設計について議論を行い
ました。2016年4月に実施された熱供給システム改
革では、許可制としていた熱供給事業への参入規制
を登録制とし、料金規制や供給義務などを撤廃し（た
だし、他の熱源の選択が困難な地域では、経過措置
として料金規制を継続）、熱供給事業者に対し、需
要家保護のための規制（契約条件の説明義務等）を課
しました。
熱供給システム改革の実行により、事業環境の整
備が行われ、エネルギー市場の垣根の撤廃や異業種
からの参入が促進され、電力・ガスシステム改革が
一体的に推進していくことが期待されています。
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